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「がんと共生する地域社会」を目指して

　現在、日本では、二人に一人ががんに罹患し、三人
に一人ががんで亡くなるといわれております。県内に
おいても、毎年、12,000人を超える方が新たにがん
に罹患し、5,500人を超える方ががんで亡くなってい
る状況にあります。
　このような中、県では、これまで、「栃木県がん対
策推進計画（２期計画）」に基づき、がんの予防及び
早期発見の推進、医療提供体制の整備等に積極的に取
り組んでまいりましたが、こうした取組等により、が
んに罹患した後の生存率が向上するなどの成果が得ら
れました。
　その一方で、がんの治療を受けながら仕事や学業を続けること等について、日々
様々な困難や不安を抱えながら生活を送る方も少なくないのが現状であり、がん
患者やその家族が、それぞれのライフステージに応じ、必要な支援を受けられ、
円滑な社会生活を営むことのできる社会環境の整備が求められております。
　今後、高齢化の進展等に伴い、がん患者の増加が見込まれる中においては、こ
れまでの取組に加え、県民の皆様ががん患者やその家族に関する理解を深め、関
係者の相互の密接な連携の下、がん患者やその家族を地域社会全体で支え合うた
めの取組を進めていくことが重要であります。
　そのため、県では、オールとちぎで「県民一人一人ががんを知り、がんと共生
する地域社会」を構築することを目指し、今般、「栃木県がん対策推進条例」を
制定したところです。
　こうした条例の趣旨を踏まえ、新たにこの計画を策定し、関係者が一体となっ
て、「がんの予防及び早期発見の推進」を基本として、がん患者やその家族の置
かれている状況や地域の実情に応じ、「がん医療の充実」を図るとともに、「がん
患者やその家族を支えるための環境づくり」を推進するための施策を展開してい
くことといたしました。
　がんは、高齢者のみならず、子ども、働き盛りの者等を含め、県民誰もが罹患
する可能性のある身近な疾病です。がん患者やその家族を含む全ての県民が安心
して暮らすことができる地域社会の実現を図るため、県民の皆様の御理解と御協
力をお願いいたします。

　　平成30（2018）年３月
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Ⅰ計画策定の趣旨等

Ⅰ　計画策定の趣旨等
１　計画策定の趣旨
　現在、日本では、二人に一人ががんに罹患し、三人に一人ががんで亡くなるといわれ、
県内においても、毎年、12,000人を超える方が新たにがんに罹患し、5,500人を超える
方ががんで亡くなっている状況にあります。
　県では、平成25（2013）年３月に「栃木県がん対策推進計画（２期計画）」（以下「前
計画」といいます。）を策定し、これまで、がんの予防及び早期発見の推進、がん医療の
提供体制の整備等の施策に取り組んできたところです。
　こうした取組等により、がんは、年齢調整死亡率１が低下するとともに、５年相対生存
率２が６割を超えるようになってきており、通院によりがんの治療を受けながら日常生活
を送る方が増えてきています。
　その一方で、今後、高齢化の進展等に伴い、がん患者の増加が予想される中、がん患者
（がん経験者を含みます。以下同じです。）及びその家族（以下「がん患者等」といいます。）
が安心して暮らすことができるよう、がん患者等が抱える様々な苦痛や不安の軽減、がん
患者等における仕事と治療等との両立の支援、ライフステージに応じたがん対策等の取組
の更なる充実が求められています。平成28（2016）年12月には「がん対策基本法」が
改正され、がん患者等が円滑な社会生活を営むことができる社会環境の整備、関連施策と
の有機的な連携等が基本理念に新たに盛り込まれたところです。
　こうしたことを踏まえ、県では、関係者の相互の密接な連携の下、「県民一人一人がが
んを知り、がんと共生する地域社会」を構築するため、「栃木県がん対策推進条例」の趣
旨を踏まえつつ、「栃木県がん対策推進計画（３期計画）」を新たに策定し、県内における
がん対策の更なる充実を図ることとします。

２　計画の位置付け
　がん対策基本法第12条第１項の規定による法定計画であり、国の「第３期がん対策推
進基本計画」を基本とし、「栃木県保健医療計画（７期計画）」、「とちぎ健康21プラン（２
期計画）」、「栃木県肝炎対策推進計画（２期計画）」等の関連施策との整合性を図りつつ、
栃木県のがん対策の基本的な方向性を定めるものです。

３　計画期間
　平成30（2018）年度から平成35（2023）年度までの６年間

１	 がんは高齢になるほど亡くなる人が多くなることから、年齢構成が異なる地域間で比較したり、経年の変化
を確認したりするため、基準となる年齢構成に合わせて算出したがんの死亡率をいいます。

２	 がんに罹患してから５年後に生存している人の割合であって、がん以外の原因による死亡を調整して算出し
たものをいいます。
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県内におけるがんの状況Ⅱ

栃木県 全国
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Ⅱ　県内におけるがんの状況
１　罹患の状況
・　県内における年間の新規がん患者数は、高齢化等の影響により増加傾向にあり、平成
27（2015）年は13,071人です。

・　県内におけるがんの年齢調整罹患率３は、増加傾向にあります。

県内における年間の新規がん患者数の推移（上皮内がんを除く。）

出典：「栃木県のがん2007－2015」

がんの年齢調整罹患率（全がん（上皮内がんを除く。）・男女計、人口10万対）

　　　　　　　※　「全国値」は、がん登録の精度が一定の基準を満たす都道府県の罹患情報に基づく推計値
出典：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」、「栃木県のがん2007－2015」

３	 がんは高齢になるほど罹患する人が多くなることから、年齢構成が異なる地域間で比較したり、経年の変化
を確認したりするため、基準となる年齢構成に合わせて算出したがんの罹患率をいいます。
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県内におけるがんの状況 Ⅱ

・　県内におけるがんの年齢調整罹患率を主ながん種別に見ると、胃がん、肝がんは減少
傾向、肺がんはほぼ横ばいの状況、大腸がん、乳がん、子宮がんは増加傾向にあります。
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がんの年齢調整罹患率（全がん（上皮内がんを除く。）・男性、人口10万対）

がんの年齢調整罹患率（全がん（上皮内がんを除く。）・女性、人口10万対）

　　　　　　　※　「全国値」は、がん登録の精度が一定の基準を満たす都道府県の罹患情報に基づく推計値
出典：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」、「栃木県のがん2007－2015」
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県内におけるがんの状況Ⅱ

・　県内における新規がん患者（平成27（2015）年）をがん種別に見ると、男性は胃が
ん、大腸がん、前立腺がん、女性は乳がん、大腸がん、胃がんの順に多い状況にありま
す。
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（大腸がん（上皮内がんを除く。）・男女計、人口10万対）

がんの年齢調整罹患率
（肝がん（上皮内がんを除く。）・男女計、人口10万対）

がんの年齢調整罹患率
（肺がん（上皮内がんを除く。）・男女計、人口10万対）

がんの年齢調整罹患率
（乳がん（上皮内がんを除く。）・女性、人口10万対）

がんの年齢調整罹患率
（子宮がん（上皮内がんを除く。）・女性、人口10万対）

　　　　　　　※　「全国値」は、がん登録の精度が一定の基準を満たす都道府県の罹患情報に基づく推計値
出典：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」、「栃木県のがん2007－2015」
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県内におけるがんの状況 Ⅱ
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肺がん,
15.3%肝がん,

5.1%

その他,
29.3%

男性

・　平成18（2006）年から平成20（2008）年までに県内で診断された全がんの５年相
対生存率は、約６割を超えており、全国とほぼ同水準にあります。

県内におけるがん種別罹患割合（上皮内がんを除く。）（H27（2015）年）

出典：「栃木県のがん2015」

　　　※１　「乳がん」・「子宮がん」は、女性の数値
　　　※２　「全国値」は、がん登録の精度が一定の基準を満たす都道府県の罹患情報に基づく推計値

出典：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」

がんの５年相対生存率（上皮内がんを除く、男女計）
（H18（2006）年－H20（2008）年診断）
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県内におけるがんの状況Ⅱ

悪性新生物,
27.3%

心疾患,
16.1%

脳血管
疾患,
10.3%

肺炎,
8.7%老衰,

7.7%

その他,
29.9%

悪性新生物 心疾患 脳血管疾患

123.4 134.8
148.6

171.5
202.2

230.3
250.7

274.8 282.7

91.7
107.6 117.2

135.9

113.0

125.9
153.0

168.2 173.9

209.0
188.5

150.6

128.9

141.6

125.7 132.3 120.8 115.1

300.0

250.0

200.0

150.0

100.0

50.0
S50年

（1975年）
S55年

（1980年）
S60年

（1985年）
H2年

（1990年）
H7年

（1995年）
H12年

（2000年）
H17年

（2005年）
H22年

（2010年）
H27年

（2015年）

２　死亡の状況
・		 がんは、昭和61（1986）年以降、県内における死因の第１位であり、平成28（2016）
年は全死因の約３割となっています。

・		 県内における年間のがんの死亡者数は、増加傾向にあり、平成28（2016）年は5,849
人です。

出典：厚生労働省「人口動態統計」

出典：厚生労働省「人口動態統計」

県内における三大死因の死亡率の推移（男女計、人口10万対）

県内における死因別死亡割合（男女計）（H28（2016）年）
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県内におけるがんの状況 Ⅱ

肺がん,
23.0%

胃がん,
14.7%

大腸がん,
12.9%肝がん,

8.4%膵がん,
7.0%

その他,
34.0%

大腸がん,
15.6%

肺がん,
12.1%

膵がん,
11.9%

胃がん,
11.6%

乳がん,
9.2%

その他,
39.5%

女性男性

男女計 男性 女性

5,293 5,248 5,257 5,444 5,535 5,613 5,628 5,713 5,506
5,849

3,201 3,115 3,175 3,235 3,343 3,411 3,338 3,405 3,354 3,435

2,092 2,133 2,082 2,209 2,192 2,202 2,290 2,308 2,152 2,414

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000
H19年

（2007年）
H20年

（2008年）
H21年

（2009年）
H22年

（2010年）
H23年

（2011年）
H24年

（2012年）
H25年

（2013年）
H26年

（2014年）
H27年

（2015年）
H28年

（2016年）

（人）

・　県内における年間のがんの死亡者数（平成28（2016）年）をがん種別に見ると、男
性は肺がん、胃がん、大腸がん、女性は大腸がん、肺がん、膵がんの順に多い状況にあ
ります。

・　県内におけるがんの年齢調整死亡率は、減少傾向にあり、全国とほぼ同水準にありま
す。

県内における年間のがんの死亡者数の推移

県内におけるがん種別死亡割合（H28（2016）年）

出典：厚生労働省「人口動態統計」

出典：厚生労働省「人口動態統計」
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県内におけるがんの状況Ⅱ

栃木県 全国

96.3 97.4
92.8 93.7

91.7 89.2

91.9 91.4

84.4

94.5 94.2 92.2 92.2

91.8 90.3

89.7 89.4
87.7

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0
H19年

（2007年）
H20年

（2008年）
H21年

（2009年）
H22年

（2010年）
H23年

（2011年）
H24年

（2012年）
H25年

（2013年）
H26年

（2014年）
H27年

（2015年）

栃木県 全国

194.9

183.7 182.8
179.6

180.7 179.8

171.2

171.1

164.1

191.5
188.9

183.3 182.4

179.4
175.7

172.5

168.9
165.3

200.0

190.0

180.0

170.0

160.0

150.0
H19年

（2007年）
H20年

（2008年）
H21年

（2009年）
H22年

（2010年）
H23年

（2011年）
H24年

（2012年）
H25年

（2013年）
H26年

（2014年）
H27年

（2015年）

栃木県 全国

138.7

134.5
131.5

130.9

130.3 129.0
126.3 126.1

118.8

136.3
135.0

131.5
130.9

129.5 127.2 125.6 123.8
121.3

150.0

140.0

130.0

120.0

110.0

100.0
H19年

（2007年）
H20年

（2008年）
H21年

（2009年）
H22年

（2010年）
H23年

（2011年）
H24年

（2012年）
H25年

（2013年）
H26年

（2014年）
H27年

（2015年）

・　県内におけるがんの年齢調整死亡率を主ながん種別に見ると、胃がん、肝がん、肺が
んは減少傾向、大腸がん、乳がん、子宮がんはほぼ横ばいの状況にあります。

がんの年齢調整死亡率（全がん・男女計、人口10万対）

がんの年齢調整死亡率（全がん・男性、人口10万対）

がんの年齢調整死亡率（全がん・女性、人口10万対）

出典：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」、「栃木県のがん2007－2015」
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県内におけるがんの状況 Ⅱ

・　県内におけるがんの75歳未満年齢調整死亡率は、減少傾向にありますが、前計画の
目標値に達していない状況にあります。
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H20年
（2008年）
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（2011年）
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（2013年）
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（2014年）
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（2015年）
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栃木県 全国
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（2007年）

H20年
（2008年）

H21年
（2009年）

H22年
（2010年）

H23年
（2011年）

H24年
（2012年）

H25年
（2013年）

H26年
（2014年）

H27年
（2015年）

11.3

12.6

11.6

12.6

11.3 11.5 11.3 10.9
12.0

11.6
11.9

11.8

11.9

12.1 11.5 12.0 11.8 12.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

栃木県 全国

H19年
（2007年）

H20年
（2008年）

H21年
（2009年）

H22年
（2010年）

H23年
（2011年）

H24年
（2012年）

H25年
（2013年）

H26年
（2014年）

H27年
（2015年）

5.2
6.3 7.2

4.9

6.4 5.8

5.2

6.9
5.8

5.1 5.2 5.0

5.3

5.4 5.4

5.3
5.7 5.6

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

栃木県 全国

H19年
（2007年）

H20年
（2008年）

H21年
（2009年）

H22年
（2010年）

H23年
（2011年）

H24年
（2012年）

H25年
（2013年）

H26年
（2014年）

H27年
（2015年）

がんの年齢調整死亡率
（胃がん・男女計、人口10万対）

がんの年齢調整死亡率
（大腸がん・男女計、人口10万対）

がんの年齢調整死亡率
（肝がん・男女計、人口10万対）

がんの年齢調整死亡率
（肺がん・男女計、人口10万対）

がんの年齢調整死亡率
（乳がん・女性、人口10万対）

がんの年齢調整死亡率
（子宮がん・女性、人口10万対）

出典：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」、「栃木県のがん2007－2015」
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県内におけるがんの状況Ⅱ
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がんの75歳未満年齢調整死亡率
（胃がん・男女計、人口10万対）

がんの75歳未満年齢調整死亡率
（大腸がん・男女計、人口10万対）

がんの75歳未満年齢調整死亡率
（肝がん・男女計、人口10万対）

がんの75歳未満年齢調整死亡率
（肺がん・男女計、人口10万対）

がんの75歳未満年齢調整死亡率
（乳がん・女性、人口10万対）

がんの75歳未満年齢調整死亡率
（子宮がん・女性、人口10万対）

出典：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」
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この計画における全体目標 Ⅲ

Ⅲ　この計画における全体目標
１　目指すべき方向性
　県民一人一人ががんを知り、がんと共生する地域社会を構築する。

２　全体目標
　「がんの予防及び早期発見の推進」を基本として、がん患者等の置かれている状況や地
域の実情に応じ、「がん医療の充実」を図るとともに、「がん患者等を支えるための環境づ
くり」を推進するため、県、市町、県民、事業者、医療関係者等が一体となって、がん対
策を総合的かつ計画的に推進する。

指　標
　【モニタリング値４】

項　目
現状値

H28年（2016年）
【参考】全国値

H28年（2016年）

がんの75歳未満
年齢調整死亡率

（男女計、
人口10万対）

全がん 80.7 76.1

胃がん 9.5 8.5

大腸がん 10.7 10.3

肝がん 6.1 5.1

肺がん 13.2 13.8

乳がん 11.9 10.7

子宮がん 6.3 4.7
　　※　「乳がん」・「子宮がん」は、女性の数値

基準：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」

４	 この計画において定期的にその推移をモニタリングする数値をいいます。
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分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ

Ⅳ　分野別の個別目標及び県の取組

１　がんの予防及び早期発見の推進
１　がんの予防の推進
県内における現状等
　ア　たばこ対策
・　県では、これまで、喫煙による健康影響に関する普及啓発、「とちぎ禁煙・分煙推
進店」の登録による受動喫煙防止対策の推進等の取組を実施してきました。
・　県内における成人の喫煙率は、減少傾向にありますが、全国に比べて高い状況にあ
り、前計画の目標値に達していない状況にあります。

県内における成人の喫煙率
前計画基準値

H21年度
（2009年度）

現状値
H28年度

（2016年度）

前計画目標値
H29年度

（2017年度）

全国値
H28年

（2016年）
成人の喫煙率 25.7% 22.5% 18%以下 18.3%

　　　　　　　　　　　　　　出典：【栃木県】H21（2009）年度・H28（2016）年度「県民健康・栄養調査」
　　　　　　　　　　　　　　　　　【全　国】H28（2016）年「国民健康・栄養調査」

・　県内における受動喫煙の機会を有する者の割合は、減少傾向にありますが、前計画
の目標値に達していない状況にあります。

県内における受動喫煙の機会を有する者の割合
前計画基準値

H21年度
（2009年度）

現状値
H28年度

（2016年度）

前計画目標値
H29年度

（2017年度）

全国値
H28年

（2016年）

受動喫煙の機
会を有する者
の割合

行政機関 19.8% 6.0% 0% 8.0%
医療機関 10.9% 5.1% 0% 6.2%

職場 60.9% －    受動喫煙の
   ない職場 69.4%

家庭 15.8% 9.1% 5.6%以下 7.7%
飲食店 61.0% 35.3% 21%以下 42.2%

※１　「受動喫煙の機会を有する者の割合」とは、「行政機関」・「医療機関」は月１回以上受動喫煙の機会を有す
る者の割合、「職場」は禁煙、空間分煙等の効果的な受動喫煙防止対策を実施している事業所の割合、「家庭」
は非喫煙者のうち毎日受動喫煙の機会を有する者の割合、「飲食店」は非喫煙者のうち月１回以上受動喫煙の
機会を有する者の割合

※２　「行政機関」・「医療機関」の「前計画目標値」は、H34（2022）年度の目標値
※３　「職場」の「前計画目標値」は、H32（2020）年度の目標値
　　　　　　　　　　　　　　出典：【栃木県】H21（2009）年度・H28（2016）年度「県民健康・栄養調査」
　　　　　　　　　　　　　　　　　【全　国】H28（2016）年「国民健康・栄養調査」
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分野別の個別目標及び県の取組 Ⅳ

　イ　生活習慣の改善
・　県では、「健康長寿とちぎづくり県民運動」を推進しており、これまで、「身体を動
かそうプロジェクト」等の身体活動の増加を図るための取組や「とちぎのヘルシーグ
ルメ推進店」の登録による食環境の整備等を図るための取組を実施してきました。
・　県内では、食塩摂取量、65歳以上の運動習慣者の割合等は改善しましたが、野菜
摂取量、20歳－64歳の運動習慣者の割合等は悪化している状況にあります。

県内における生活習慣の状況
前計画基準値

H21年度
（2009年度）

現状値
H28年度

（2016年度）

前計画目標値
H34年度

（2022年度）

全国値
H28年

（2016年）
食塩摂取量 11.2g／日 9.8g／日 8g／日未満 9.9 g／日
野菜摂取量 312.3g／日 276.1g／日 350g／日以上 276.5 g／日

果物摂取量100g未満の者 61.3% 66.9% 30%以下 57.2%

  運動習慣者
  の割合

20歳－64歳
男性 30.2% 15.3% 41%以上 23.9%

20歳－64歳
女性 21.3% 12.5% 32%以上 19.0%

65歳－
男性 33.8% 38.0% 44%以上 46.5%

65歳－
女性 30.7% 37.9% 41%以上 38.0%

リスク飲酒者
の割合

20歳－
男性 17.4% 15.2% 14%以下 14.6%

20歳－
女性 7.3% 7.6% 6.2%以下 9.1%

※１　「運動習慣者」とは、30分・週２回以上の運動を１年以上継続している者
※２　「リスク飲酒者」とは、１日平均で純アルコール摂取量が男性は40g以上、女性は20g以上の者
※３　「果物摂取量100g未満の者の割合」の「全国値」は、H27（2015）年の数値
　　　　　　　　　　　　　　出典：【栃木県】H21（2009）年度・H28（2016）年度「県民健康・栄養調査」
　　　　　　　　　　　　　　　　　【全　国】H28（2016）年「国民健康・栄養調査」

　ウ　肝炎対策
・　県では、これまで、肝炎に関する普及啓発、肝炎ウイルス検査の体制整備や受検促
進、肝炎治療に係る医療費の助成等の取組を実施してきました。
・　県及び市町における肝炎ウイルス検査の累計受検件数は、着実に増加している状況
にあります。

県内における肝炎ウイルス検査の累計受検件数
前計画基準値

H23年度
（2011年度）

現状値
H27年度

（2015年度）

前計画目標値
H29年度

（2017年度）
肝炎ウイルス検査の累計受検件数 440,272件 621,997件 増加を目指す

出典：栃木県保健福祉部健康増進課調べ
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分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ

栃木県 全国
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H19年
（2007年）

20.7
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（2008年）
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（2009年）

17.2
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16.9
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14.8
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14.7

H26年
（2014年）

13.3
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（2015年）

・　県内では、平成27（2015）年度から、県及び市町において「肝炎ウイルス陽性者
フォローアップ等事業」を実施するなど、肝炎ウイルス陽性者に対する継続的な受診
勧奨等に取り組んでいます。
・　県内における肝がんの罹患や死亡の状況は、改善傾向にあります。

・　平成28（2016）年10月に、B型肝炎ワクチンの予防接種が定期接種化されました。

　エ　その他
・　平成28（2016）年度の「栃木県政世論調査」（以下「H28県政世論調査」といい
ます。）では、県のがん対策で重要と思うものについて、県民の約半数が「がんの予防」
と回答しています。

がんの年齢調整罹患率（肝がん（上皮内がんを除く。）・男女計、人口10万対）

がんの年齢調整死亡率（肝がん・男女計、人口10万対）

出典：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」、「栃木県のがん2007－2015」

※　「全国値」は、がん登録の精度が一定の基準を満たす都道府県の罹患情報に基づく推計値
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分野別の個別目標及び県の取組 Ⅳ

（ｎ＝1,373）
がんの早期発見（がん検診）
がんによって就労が困難になった際の相談支援体制の整備
がんの予防（たばこ対策等の生活習慣病対策も含む）
がん医療に関わる医療機関の整備
がんに関する相談やその支援
緩和ケア
がんに関する専門的医療従事者の育成
がんに関する情報の提供
希少がん（小児がんを含む、患者さんの数が少
なく、珍しい種類のがん）対策
子どもに対するがんに関する教育
がん登録
その他
特にない
わからない
無回答

75.5
52.6
49.2

43.6
38.9

31.3
29.3

25.3
13.5
13.5

5.8
1.4
1.1
2.3
1.7

0 （％）10 20 30 40 50 60 70 80

個別目標

　たばこ対策、生活習慣の改善、肝炎対策等を推進し、予防することができるがんの
罹患者及び死亡者の減少を目指す。

県の取組
　ア　たばこ対策
・　たばこが健康に及ぼす影響について一層の普及啓発を図るとともに、特に喫煙率の
高い働く世代の禁煙希望者に対する禁煙支援の強化等を図ります。
・　国における健康増進法改正の動きを注視しつつ、効果的な受動喫煙防止対策の在り
方について検討を行います。

　イ　生活習慣の改善
・　食生活、運動等の生活習慣の改善について、企業や保険者と連携し、多忙な働く世
代に対する効果的な普及啓発等を行います。

　ウ　肝炎対策
・　肝炎に関する正しい知識の普及啓発、肝炎ウイルス検査の受検勧奨等の取組を推進
します。
・　市町と連携し、肝炎ウイルス検査の陽性者に対するフォローアップ体制の強化を図
るとともに、肝炎治療に係る医療費の助成等を通じて、肝炎治療の推進を図ります。
・　B型肝炎定期予防接種の推進を図ります。

県のがん対策で重要と思うもの（複数回答）

出典：H28（2016）年度「県政世論調査」
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分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ

指　標
　ア　たばこ対策
　　【目標値５】

項　目
現状値

H28年度
（2016年度）

目標値
H34年度

（2022年度）
目標値設定の

考え方

成人の喫煙率 22.5% 12%以下
とちぎ健康21
プラン（２期
計画）に合わ
せて目標値を
設定する。

　受動喫煙の機会を
　有する者の割合

行政機関 6.0% 0%
医療機関 5.1% 0%

職場 － 受動喫煙のな
い職場の実現

家庭 9.1% 3.4%以下
飲食店 35.3% 15%以下

※１　「受動喫煙の機会を有する者の割合」とは、「行政機関」・「医療機関」は月１回以上受動喫煙の機会を有す
る者の割合、「職場」は禁煙、空間分煙等の効果的な受動喫煙防止対策を実施している事業所の割合、「家庭」
は非喫煙者のうち毎日受動喫煙の機会を有する者の割合、「飲食店」は非喫煙者のうち月１回以上受動喫煙の
機会を有する者の割合

※２　「職場」の「目標値」は、H32（2020）年度の目標値
基準：「県民健康・栄養調査」、「職場における喫煙対策実施状況調査」

　イ　生活習慣の改善
　　【目標値】

項　目
現状値

H28年度
（2016年度）

目標値
H34年度

（2022年度）
目標値設定の

考え方

食塩摂取量 9.8g／日 8g／日未満

とちぎ健康21
プラン（２期
計画）に合わ
せて目標値を
設定する。

野菜摂取量 276.1g／日 350g／日以上
果物摂取量100g未満の者の割合 66.9% 30%以下

運動習慣者の割合

20歳－64歳・男性 15.3% 41%以上
20歳－64歳・女性 12.5% 32%以上
65歳－・男性 38.0% 44%以上
65歳－・女性 37.9% 41%以上

　  リスク飲酒者の
　  割合

20歳－・男性 15.2% 14%以下
20歳－・女性 7.6% 6.2%以下

※１　「運動習慣者」とは、30分・週２回以上の運動を１年以上継続している者
※２　「リスク飲酒者」とは、１日平均で純アルコール摂取量が男性40g以上、女性20g以上の者

基準：「県民健康・栄養調査」

５	 この計画において目標とする数値をいいます。
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分野別の個別目標及び県の取組 Ⅳ

　ウ　肝炎対策
　　【目標値】

項　目
現状値

H28年度
（2016年度）

目標値
H34年度

（2022年度）
目標値設定の

考え方

肝炎ウイルス検査受検件数 215,822件 240,000件以上
栃木県肝炎対
策推進計画（２
期計画）に合
わせて目標値
を設定する。

B型肝炎定期予防接種接種率 － 95%以上

※　「肝炎ウイルス検査受検件数」の「現状値」・「目標値」は、５年間（現状値はH24（2012）年度－H28（2016）
年度、目標値はH30（2018）年度－H34（2022）年度）の累計件数

基準：栃木県保健福祉部健康増進課調べ

コラ
ム１ 「がん」ってどんな病気？

　人間の体は、約60兆個の細胞からでき
ています。細胞には、新しい細胞を作る
ための情報を持った遺伝子があり、この
遺伝子の働きによって、私達の体内では、
日々新しい細胞が生まれています。
　しかし、遺伝子は、喫煙や受動喫煙、
多量の飲酒、バランスの悪い食事、運動
不足といった生活習慣や肝炎ウイルス等
の感染によって傷つくと、「がんの遺伝子」
に変異し、「がん細胞」を作ります。そし
て、体内で増殖し続けて、やがて「がん」
となります。
　本来であれば、がん細胞が作られても、
体内にある免疫細胞ががん細胞の増殖を
抑える働きをしますが、年齢を重ねるご
とに免疫細胞の働きが低下するほか、が
ん細胞の増殖を抑制する遺伝子が生まれ
つき変異している場合等があり、こうし
たこともがんの発症に影響しています。
　がんのことを知り、そして、それぞれのライフスタイルに応じてできることから取
り組んでいくことが、がんの予防の第一歩です。

がんの発生と進行の仕組み

出典：国立がん研究センターがん情報サービス
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分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ
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H29（2017）年度
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H28（2016）年度
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H21（2009）年度

２　がんの早期発見の推進
県内における現状等
　ア　がん検診の受診率向上
・　県では、これまで、民間企業等と連携した普及啓発、市町に対する先進的な取組事
例の紹介、助言等の取組を実施してきました。
・　県内の市町では、これまで、がん検診の受診率向上を図るため、がん検診の普及啓
発や受診勧奨に加え、土曜日及び日曜日におけるがん検診の実施、託児付きのがん検
診の実施等、様々な工夫を行ってきました。
・　県内におけるがん検診の受診率は、向上しており、全国と比較して高い傾向にあり
ますが、前計画の目標値に達していない状況にあります。

・　H28県政世論調査では、がん検診を受診しない理由について、県民の約半数が「費
用がかかる」、県民の約４割が「受診する時間がない」、県民の約３分の１が「がんで
あると分かるのが怖い」と回答しています。

県内におけるがん検診受診率（男女計）　※前計画目標値との比較

県内におけるがん検診受診率（男女計）　※全国との比較

　　　※１　「胃がん」・「大腸がん」・「肺がん」・「乳がん」は40歳－69歳、「子宮頸がん」は20歳－69歳の数値
　　　※２　「乳がん」・「子宮頸がん」は、女性の数値

出典：H21（2009）年度・H28（2016）年度「県民健康・栄養調査」

　　　※１　「胃がん」・「大腸がん」・「肺がん」・「乳がん」は40歳－69歳、「子宮頸がん」は20歳－69歳の数値
　　　※２　「乳がん」・「子宮頸がん」は、女性の数値

出典：H28（2016）年「国民生活基礎調査」
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分野別の個別目標及び県の取組 Ⅳ

（ｎ＝1,373）
費用がかかり経済的にも負担になるから

受診する時間がないから

がんであると分かるのが怖いから

検査に伴う苦痛に不安があるから

健康状態に自信があり、必要性を感じないから
心配なときはいつでも医療機関を受診できるから

受診する場所が不便だから
うっかり受診するのを忘れてしまっているから

受診しても、見落としがあると思っているから

がん検診そのものを知らないから
その他
わからない
無回答
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　イ　がん検診の精度管理の促進
・　県では、これまで、国の定める指針やチェックリストに基づき、県内の市町及び集
団検診機関における事業評価の支援及びその事業評価の結果の公表、県内におけるが
ん検診従事者を対象にした研修等の取組を実施してきました。
・　県内の市町においては、一部指針に基づかないがん検診が実施されていますが、
チェックリストの遵守状況等は、おおむね良好な状況にあります。

全国における生活習慣病検診等管理指導協議会の活動状況
（H27（2015）年度、胃がん検診・集団検診の例）

協議会開催状況
開催済み

開催
準備中

開催予定
なし公表状況 公表

準備中Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
遵
守
状
況

Ａ

Ｂ
栃木
新潟、石川

大阪、
鹿児島

宮城、秋田、
茨城、福井、
京都

神奈川、長野、
岐阜、滋賀、
和歌山、鳥取、
山口、愛媛

Ｃ 島根、岡山 高知、宮崎
愛知、広島、
香川、佐賀、
長崎

青森、岩手、
山形、福島、
群馬、千葉、
東京、山梨、
徳島、福岡、
大分、沖縄

熊本 埼玉、
富山

Ｄ 三重、奈良 北海道 静岡
Ｅ 兵庫

出典：国立がん研究センター「平成27年度生活習慣病検診等管理指導協議会活動状況調査」

がん検診を受診しない理由（複数回答）

出典：H28（2016）年度「県政世論調査」
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分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ
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前計画目標値
H29（2017）年度

現状値
H26（2014）年度

前計画基準値
H21（2009）年度

・　県内の市町における精密検査の受診率は向上していますが、前計画の目標値に達し
ていない状況にあります。

・　その他県内の市町が実施するがん検診のプロセス指標値は、指針に基づく許容値の
範囲内にあります。

県内市町におけるがん検診のプロセス指標値（男女計）
胃がん 大腸がん 肺がん 乳がん 子宮頸がん

要精検率
H27年度

（2015年度） 7.85% 6.25% 2.19% 5.97% 1.93%

許容値 11.0%以下 7.00%以下 3.00%以下 11.00%以下 －

陽性反応
適中度

H26年度
（2014年度） 1.73% 3.11% 2.45% 4.33% 1.58%

許容値 1.00%以上 1.90%以上 1.30%以上 2.50%以上 －

がん発見率
H26年度

（2014年度） 0.13% 0.20% 0.05% 0.29% 0.03%

許容値 0.11%以上 0.13%以上 0.03%以上 0.23%以上 －
※１　「胃がん」・「大腸がん」・「肺がん」・「乳がん」は40歳－69歳、「子宮頸がん」は20歳－69歳の数値
※２　「乳がん」・「子宮頸がん」は、女性の数値
※３　「乳がん」は、国の指針に基づく検査項目以外の検査項目を受診した者を含む数値
※４　「要精検率」とは、がん検診受診者のうち、「要精検」と判定された者の割合
※５　「陽性反応適中度」とは、「要精検」と判定された者のうち、がんが発見された者の割合
※６　「がん発見率」とは、がん検診受診者のうち、がんが発見された者の割合

出典：H28（2016）年度「栃木県健康診査実施状況調査」

県内市町における精密検査の受診率（男女計）

　　　※１　「胃がん」・「大腸がん」・「肺がん」・「乳がん」は40歳－69歳、「子宮頸がん」は20歳－69歳の数値
　　　※２　「乳がん」・「子宮頸がん」は、女性の数値
　　　※３　「乳がん」は、国の指針に基づく検査項目以外の検査項目を受診した者を含む数値

出典：H21（2009）年度・H28（2016）年度「栃木県健康診査実施状況調査」
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32.9

18.8

10.9
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個別検診集団検診

・　県内の市町が実施するがん検診の受診者の約１割－約３割が個別検診機関で受診し
ており、今後個別検診機関の事業評価を実施していく必要があります。

　ウ　職域における取組の促進
・　県内では、がん検診の受診者の約３割－約６割が職域で受診していますが、今後そ
の実態を把握する必要があります。

県内市町におけるがん検診受診者の集団検診・個別検診別の割合（男女計）

県内におけるがん検診受診者の検診機会別の割合（男女計）

　　　※１　「胃がん」・「大腸がん」・「肺がん」・「乳がん」は40歳－69歳、「子宮頸がん」は20歳－69歳の数値
　　　※２　「乳がん」・「子宮頸がん」は、女性の数値
　　　※３　「乳がん」は、国の指針に基づく検査項目以外の検査項目を受診した者を含む数値

出典：H28（2016）年「国民生活基礎調査」

　　　※１　「胃がん」・「大腸がん」・「肺がん」・「乳がん」は40歳－69歳、「子宮頸がん」は20歳－69歳の数値
　　　※２　「乳がん」・「子宮頸がん」は、女性の数値

出典：H28（2016）年度「栃木県健康診査実施状況調査」
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（ｎ＝1,373）
がんの早期発見（がん検診）
がんによって就労が困難になった際の相談支援体制の整備
がんの予防（たばこ対策等の生活習慣病対策も含む）
がん医療に関わる医療機関の整備
がんに関する相談やその支援
緩和ケア
がんに関する専門的医療従事者の育成
がんに関する情報の提供
希少がん（小児がんを含む、患者さんの数が少
なく、珍しい種類のがん）対策
子どもに対するがんに関する教育
がん登録
その他
特にない
わからない
無回答
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1.7
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　エ　その他
・　H28県政世論調査では、県のがん対策で重要と思うものについて、県民の約４分
の３が「がんの早期発見（がん検診）」と回答しています。

個別目標

　がん検診の受診率向上及び精度管理により、がんを早期に発見し、がんの死亡者の
減少を目指す。

県の取組
　ア　がん検診の受診率向上
・　これまでの普及啓発の効果を改めて検証した上で、市町、企業等と連携し、県民に
より伝わりやすい情報の発信を行います。
・　先進的な取組事例等について市町との情報共有を図り、より効果的な受診勧奨、よ
り利便性の高い検診の実施等を促進します。

　イ　がん検診の精度管理の促進
・　がん検診従事者を対象にした研修の充実、検診実施体制等の評価及びその結果の分
かりやすい公表、がん登録情報の活用等を通じて、がん検診の精度管理の取組を促進
します。
・　市町における精密検査の受診率向上、個別検診実施機関に関する事業評価等の取組
を促進します。

　ウ　職域における取組の促進
・　地域保健関係者、職域保健関係者等と連携し、職域におけるがん検診の実態を把握
した上で、地域におけるがん検診の実施に関する情報共有等を通じて、がん検診の受
診率向上等のために職域において必要な取組を促進します。

県のがん対策で重要と思うもの（複数回答）

出典：H28（2016）年度「県政世論調査」
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分野別の個別目標及び県の取組 Ⅳ

指　標
　ア　がん検診の受診率向上
　　【目標値】

項　目
現状値
H28年

（2016年）

目標値
H35年

（2023年）
目標値設定の

考え方

がん検診の受診率
（男女計）

胃がん 43.2%
50%以上

前計画目標値
が未達成であ
る こ と か ら、
当該目標値を
据え置く。大腸がん 44.3%

肺がん 51.9%

60%以上

乳がん及び子
宮頸がんに合
わせて目標値
を設定する。

乳がん 48.2% 前計画目標値
が未達成であ
る こ と か ら、
当該目標値を
据え置く。子宮頸がん 44.0%

※１　「胃がん」・「大腸がん」・「肺がん」・「乳がん」は40歳－69歳、「子宮頸がん」は20歳－69歳の数値
※２　「乳がん」・「子宮頸がん」は、女性の数値

基準：H28（2016）年「国民生活基礎調査」

　イ　がん検診の精度管理の促進
　　【目標値】

項　目
現状値

H26年度
（2014年度）

目標値
H35年度

（2023年度）
目標値設定の

考え方

精密検査の受診率
（男女計）

胃がん 81.5%

90%以上

前計画目標値
が未達成であ
る こ と か ら、
当該目標値を
据え置く。

大腸がん 70.5%
肺がん 81.1% 
乳がん 85.4% 

子宮頸がん 84.5%
※１　「胃がん」・「大腸がん」・「肺がん」・「乳がん」は40歳－69歳、「子宮頸がん」は20歳－69歳の数値
※２　「乳がん」・「子宮頸がん」は、女性の数値
※３　「乳がん」は、国の指針に基づく検査項目以外の検査項目を受診した者を含む数値

基準：H28（2016）年度「栃木県健康診査実施状況調査」
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分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ

　　【目標値】

指　標
現状値
H27年度

（2015年度）

目標値
H35年度

（2023年度）
目標値設定の
考え方

個別検診実施機関に関
する事業評価の実施市
町数

胃がん

0市町 全ての市町

市町における
個別検診実施
機関に関する
事業評価の確
実な実施を目
指す。

大腸がん
肺がん 
乳がん 

子宮頸がん
基準：H28（2016）年度「栃木県健康診査実施状況調査」

コラ
ム２ がんを早く見つけるには？

　「自分は健康でがんにかからないから大丈夫」とか「がんの症状が出たらすぐに病
院に行くから大丈夫」と思っていませんか？
　がんは、現在、日本人の二人に一人がかかるといわれており、誰もがかかる可能性
のある身近な病気です。
　また、がんは、早く見つければ、約９割が治るようになりましたが、早期のがんは
自覚症状が出ないことがほとんどで、気付いたら既に進行しているケースも多く、だ
んだん治りにくくなっていきます。
　このため、自覚症状のないうちにがんを早く見つけることがとても重要で、そのた
めの仕組みが「がん検診」です。人間ドックとは違い、お住まいの市町や勤務先では、
無料か少額でがん検診を受けることができます。また、県内の市町では、仕事、家事
等で忙しい方が少しでもがん検診を受けやすくなるよう、土日や早朝・夜間における
がん検診、託児付きのがん検診、女性専用日の設定等、様々な工夫もされています。
　お住まいの市町や勤務先でがん検診を定期的に受けて、がんを早く見つけましょう。

国の指針で定められた科学的根拠に基づくがん検診の内容
検査項目 対象者 受診間隔

胃がん検診 問診、胃部X線検査又は
胃内視鏡検査

50歳以上
※　当分の間、胃部X線

検査は、40歳以上に
実施可

２年に１回
※　当分の間、胃部X線

検査は、１年に１回
実施可

大腸がん検診 問診、便潜血検査 40歳以上 １年に１回

肺がん検診 質問（問診）、胸部X線
検査、喀痰細胞診 40歳以上 １年に１回

乳がん検診 問診、乳房X線検査（マ
ンモグラフィ） 40歳以上 ２年に１回

子宮頸がん検診 問診、視診、子宮頸部
の細胞診、内診 20歳以上 ２年に１回

出典：厚生労働省ホームページ
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●…都道府県がん診療連携拠点病院（1施設）
●…地域がん診療連携拠点病院（6施設）
●…地域がん診療病院（1施設）
●…栃木県がん診療連携拠点指定病院（1施設）
●…栃木県がん治療中核病院（9施設）

足利赤十字病院9

芳賀赤十字病院8

那須赤十字病院7

佐野厚生総合病院5

獨協医科大学病院4

上都賀総合病院6

自治医科大学附属病院3

栃木県立がんセンター1

栃木県済生会宇都宮病院2

獨協医科大学日光医療センター18

菅間記念病院17

小金井中央病院14

新小山市民病院13

国際医療福祉大学塩谷病院15

とちぎメディカルセンターしもつが12

国立病院機構宇都宮病院11

国立病院機構栃木医療センター10

国際医療福祉大学病院16

県西県西 県北県北

両毛両毛

県南県南

県東県東

宇都宮宇都宮

２　がん医療の充実
県内における現状等
　ア　がん診療提供体制の充実
・　県内全ての二次保健医療圏に、専門的ながん医療の提供等を行う医療機関として厚
生労働大臣が指定する「がん診療連携拠点病院」及び「地域がん診療病院」（以下「国
指定拠点病院」といいます。）並びにこれらに準ずる医療機関として知事が指定する
「栃木県がん診療連携拠点指定病院」（以下「拠点病院等」といいます。）が、合計９
施設（平成30（2018）年２月１日現在）整備されています。
・　県内では、拠点病院等のほか、拠点病院等と連携してがんの専門診療等を行う医療
機関として知事が指定する「栃木県がん治療中核病院」（以下「中核病院」といいます。）
が、合計９施設（平成30（2018）年２月１日現在）整備されています。

・　県内全ての拠点病院等において、集学的治療や標準的治療の提供、がん相談支援セ
ンターや緩和ケアチームの整備、外来化学療法室の設置等が進み、県内におけるがん
医療の均てん化６は進展しています。
・　平成18（2006）年から平成20（2008）年までに県内で診断された全がんの５年
相対生存率は、約６割を超えています。

県内におけるがん診療提供体制（専門診療）

６	 県内どこに居住していても等しく質の高い標準的ながん医療を受けることができることをいいます。
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・		 平成26（2014）年度に全国で行われた「患者体験調査」（以下「H26患者体験調査」
といいます。）では、納得のいく治療方法の選択、切れ目のない医療等について、県
内のがん患者からおおむね高い評価を得ています。

H26患者体験調査の結果（抜粋）

項　目 割　合

納得のいく治療を選択することができたと思う 87.2%（84.5%）

病院の診療方針が診療所や訪問看護ステーションに円滑に引き継がれ
たと思う 81.2%（72.7%）

現在自分らしい日常生活を送れていると感じる 76.3%（77.7%）

自分が思うような日常生活を送るために必要な情報を得られていると
思う 76.7%（71.5%）

がん相談支援センターを利用して役に立ったと思う 91.2%（81.4%）
※　かっこ書は、全国値

出典：「H26患者体験調査」

・　全国では、国指定拠点病院の間における取組の格差等が指摘されており、現在、国
において、がん医療の質の向上の観点から、国指定拠点病院の指定要件の見直しにつ
いて検討が進められています。
・　栃木県がん診療連携協議会では、平成25（2013）年から、県内の拠点病院等及び
中核病院における診療体制の評価に関する取組等を実施しています。
・　県内のがん患者（平成27（2015）年度）の約９割が、拠点病院等と中核病院で受
診している状況にあります。

61.8 61.3
69.2

30.8 29.0

89.4

75.5

62.1 64.6
71.1

32.6 31.9

91.1

76.9

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0
全がん

（%）

胃がん 大腸がん 肝がん 肺がん 乳がん 子宮がん
全国栃木県

　　　※１　「乳がん」・「子宮がん」は、女性の数値
　　　※２　「全国値」は、がん登録の精度が一定の基準を満たす都道府県の罹患情報に基づく推計値

出典：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」

がんの５年相対生存率（上皮内がんを除く、男女計）
（H18（2006）年－H20（2008）年診断）
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76.9% 13.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

4.7%
4.7%

中核病院拠点病院等 県外医療機関その他県内医療機関

・　県内におけるがん患者の受療動向（平成25（2013）年度）を二次保健医療圏別に
見ると、居住する二次保健医療圏以外で受診しているがん患者の割合は、入院が
19.3%－47.0%、外来が14.6%－42.2%と、圏域によって差がある状況にあります。

県内におけるがん患者の入院に関する受療動向（H25（2013）年度、全がん、全年齢）
入院患者住所

（総レセプト件数）
入院医療機関住所

県北 県西 宇都宮 県東 県南 両毛 他県
県北保健医療圏
（11,852件） 71.8% 1.5% 17.9% 0.1% 5.9% 2.8%

県西保健医療圏
（7,035件） 0.5% 55.2% 19.1% 23.8% 1.4%

宇都宮保健医療圏
（14,149件） 0.6% 0.4% 80.4% 0.3% 16.8% 1.5%

県東保健医療圏
（3,987件） 1.6% 17.0% 53.0% 25.5% 2.9%

県南保健医療圏
（11,617件） 0.2% 0.4% 6.6% 0.4% 80.7% 2.7% 9.0%

両毛保健医療圏
（7,980件） 1.7% 8.9% 78.7% 10.7%

出典：厚生労働省提供「二次医療圏別受療動向分析ツール」分析結果

出典：栃木県保健福祉部健康増進課調べ

地域がん登録届出医療機関別の割合（H27（2015）年度）
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県内におけるがん患者の外来に関する受療動向（H25（2013）年度、全がん、全年齢）
外来患者住所

（総レセプト件数）
外来医療機関住所

県北 県西 宇都宮 県東 県南 両毛 他県
県北保健医療圏
（78,693件） 74.2% 0.8% 17.5% 0.1% 5.2% 0.0% 2.2%

県西保健医療圏
（42,829件） 0.2% 57.8% 19.1% 0.0% 21.5% 1.4%

宇都宮保健医療圏
（90,513件） 0.4% 0.4% 82.7% 0.2% 15.0% 1.3%

県東保健医療圏
（28,724件） 1.4% 0.1% 14.1% 61.7% 19.9% 0.0% 2.8%

県南保健医療圏
（94,391件） 0.1% 0.2% 5.6% 0.4% 85.4% 1.8% 6.5%

両毛保健医療圏
（60,692件） 0.0% 1.4% 6.2% 83.8% 8.6%

出典：厚生労働省提供「二次医療圏別受療動向分析ツール」分析結果

・　今後、国において、がんゲノム医療７、高度な放射線治療、小児がんや希少がんの
診療等に関する一定の集約化について検討が進められる予定です。

　イ　その他
・　近年、個人のゲノム情報に基づき、個人に最適化されたがんゲノム医療への期待が
高まっており、現在、国において、がんゲノム医療提供体制の整備やがんゲノム医療
に必要な人材の育成について検討が進められています。
・　免疫療法８は、有力な治療選択肢の一つとなってきている一方で、十分な科学的根
拠を有しない治療法の存在、従来の薬物療法とは異なる副作用等も指摘されており、
今後、国において、免疫療法に関する適切な情報提供、関係団体等が定める指針に基
づく適切な推進等について検討が進められる予定です。
・　機能回復や機能維持のみならず、社会復帰等の観点から、がん患者のリハビリテー
ションの重要性が指摘されており、今後、国において、リハビリテーションを含めた
医療提供体制の在り方について検討が進められる予定です。
・　がん治療の副作用に悩む患者が増加している中、支持療法９に関する標準的治療が
確立されていないため、今後、国において、患者の視点に立った支持療法の実践につ
いて検討が進められる予定です。

７	 個人の遺伝子情報等を基に、それぞれの体質や病状に適した医療を行うことをいいます。
８	 人間の体内に元々ある免疫細胞の本来の力を回復させることによってがんを治療する方法をいいます。
９	 がんそのものによる症状やがん治療に伴う副作用、合併症、後遺症等による症状を軽減されるために行われ
る予防、治療及びケアをいいます。
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分野別の個別目標及び県の取組 Ⅳ

個別目標

　がん患者が県内どこに居住していても等しく質の高いがん医療を切れ目なく受ける
ことができるよう、がん診療提供体制の充実を図る。

県の取組
・　栃木県がん診療連携協議会と連携し、医療安全の確保、チーム医療の充実、がん医
療の質の評価等について、それぞれの拠点病院等の実情に応じた取組を支援します。
・　栃木県がん診療連携協議会、栃木県医師会等と連携し、県内におけるがんゲノム医
療、免疫療法等に関する提供体制の在り方について検討を行います。
・　拠点病院等と地域の医療機関等との役割分担及び連携強化を図るため、栃木県がん
診療連携協議会、栃木県医師会等と連携し、それぞれの地域の実情に応じた取組を支
援します。

指　標
　　【モニタリング値】

項　目
現状値

H26年度
（2014年度）

【参考】全国値
H26年度

（2014年度）
納得のいく治療を選択することができたと思
うがん患者の割合 87.2% 84.5%

病院の診療方針が診療所や訪問看護ステー
ションに円滑に引き継がれたと思うがん患者
の割合

81.2% 72.7%

基準：「患者体験調査」等

　　【モニタリング値】

項　目
現状値

H18年（2006年）－
H20年（2008年）診断

【参考】全国値
H18年（2006年）－

H20年（2008年）診断

がんの５年相対生存率
（男女計）

全がん 61.8% 62.1%
胃がん 61.3% 64.6%
大腸がん 69.2% 71.1%
肝がん 30.8% 32.6%
肺がん 29.0% 31.9%
乳がん 89.4% 91.1%
子宮がん 75.5% 76.9%

※　「乳がん」・「子宮がん」は、女性の数値
基準：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」
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分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ

コラ
ム３ 「がん診療連携拠点病院」ってどんなところ？

　「がん診療連携拠点病院」は、厚生労働大臣の指定を受けて、それぞれの地域にお
ける専門的ながん医療の中心的な役割を担っています。
　がん診療連携拠点病院は、県内に７施設ありますが、これらの病院では、専門的な
がん医療の提供に必要な医療従事者及び高度な医療設備を有し、一定以上のがんの診
療実績があるほか、がん患者等の様々な悩みや疑問に対応するための相談窓口（がん
相談支援センター）、がん患者等が抱える身体的又は心理的な痛みやつらさを緩和す
るための専門チーム（緩和ケアチーム）等が置かれ、がん患者等の状況に応じた支援
体制が整えられています。
　このほか、県内では、「地域がん診療病院」及び「栃木県がん診療連携拠点指定病院」
においても、がん診療連携拠点病院に準じて、専門的ながん医療や支援が提供されて
います。

県内のがん診療連携拠点病院等（県ホームページで公開）
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分野別の個別目標及び県の取組 Ⅳ

３　がん患者等を支えるための環境づくり
１　がんと診断された時からの緩和ケアの推進
県内における現状等
　ア　拠点病院等における緩和ケアの充実
・　県内全ての拠点病院等において、緩和ケアチームや緩和ケア外来が設置され、苦痛
のスクリーニング10が実施されています。
・　全国では、国指定拠点病院の間における緩和ケアの質の格差等が指摘されており、
現在、国において、緩和ケアの質の向上の観点から検討が進められています。
・　県内全ての拠点病院等では、緩和ケアチームや緩和ケアセンターにおいて、院内の
緩和ケアに関する情報の把握、評価等が行われています。
・　H26患者体験調査では、県内のがん患者の約３割－約４割が、苦痛の緩和が不十
分と感じていると回答しています。

H26患者体験調査の結果（抜粋）

項　目 割　合

現在身体の苦痛があると思わない 58.8%（57.4%）

現在疼痛があると思わない 71.0%（72.0%）

現在気持ちのつらさがあると思わない 61.7%（61.5%）

がん患者の家族の悩みや負担を和らげる支援・サービスはあると思う 42.7%（37.1%）
※　かっこ書は、全国値

出典：「H26患者体験調査」

　イ　地域における緩和ケア提供体制の整備促進
・　県内全ての拠点病院等において、地域の医療機関等との間で相互にカンファレンス
に参加する体制が整備されています。
・　全国では、国指定拠点病院と在宅医療を提供する医療機関、薬局、訪問看護ステー
ション等との連携体制が不十分との指摘があり、今後、国において、地域連携体制の
在り方について検討が進められる予定です。
・　県内では、地域における緩和ケアの推進を図るため、今後その詳しい実態を把握す
る必要があります。

個別目標

　がんと診断された時から、がん患者等が抱える身体的若しくは精神的な苦痛又は社
会生活上の不安を適切に把握し、その緩和を十分に行うことができるよう、緩和ケア
提供体制の充実を図る。

10	 がんの診断や治療方針の変更の際に、がん患者等の抱える様々な苦痛や不安について、医療従事者が定期的
に確認し、話し合うことをいいます。
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分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ

県の取組
　ア　拠点病院等における緩和ケアの充実
・　栃木県がん診療連携協議会と連携し、がん患者等が抱える苦痛等の適切な把握、主
治医等と緩和ケアチームとの連携強化、緩和ケアの質の評価及び改善等について、そ
れぞれの拠点病院等の実情に応じた取組を支援します。

　イ　地域における緩和ケア提供体制の整備促進
・　それぞれの地域の在宅医療や緩和ケアに関するこれまでの連携体制等を踏まえ、栃
木県がん診療連携協議会、栃木県医師会等と連携し、拠点病院等と地域の医療機関等
との顔の見える関係の構築、地域における緩和ケアに関する課題の解決に向けた取組
等を支援します。

指　標
　　【モニタリング値】

項　目
現状値

H26年度
（2014年度）

【参考】全国値
H26年度

（2014年度）
現在身体の苦痛があると思わないがん患者の
割合 58.8% 57.4%

現在疼痛があると思わないがん患者の割合 71.0% 72.0%
現在気持ちのつらさがあると思わないがん患
者の割合 61.7% 61.5%

基準：「患者体験調査」等

　　【モニタリング値】

項　目
現状値
H27年

（2015年）

【参考】全国値
H27年

（2015年）
拠点病院等における緩和ケアチームへの新規
依頼件数 118件／病院 166件／病院

基準：「拠点病院等現況報告」
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分野別の個別目標及び県の取組 Ⅳ

２　相談支援・情報提供等の推進
⑴　相談支援・情報提供の充実
県内における現状等
　ア　がん相談支援センターの認知度向上
・　県内全ての拠点病院等及び中核病院において、がん相談支援センター等の相談窓口
が整備されています。
・　H26患者体験調査では、全国におけるがん相談支援センターの利用率が7.7%とい
う結果が出ています。

　イ　相談支援体制の充実
・　H26患者体験調査では、県内におけるがん相談支援センターの利用満足度は高い
状況にあります。

コラ
ム４ 「緩和ケア」って終末期の医療？

従来の考え方 

現在の考え方 

がんの経過

がんに対する治療 緩和ケア

がんに対する治療が終了するまで苦痛緩和治療は制限し、治療終了後に緩和ケアを行う

がんに対する治療

つらさや症状の緩和ケア
がんに対する治療と並行して緩和ケアを行い、状況に合わせて割合を変えていく

　皆さんは、「緩和ケア」と聞いて、どんなイメージを持っていますか？
　もしかしたら、治療をやり尽くした後の終末期の医療というイメージを持っている
方も多いかもしれません。
　しかし、がん患者は、終末期に限らず、がんと診断された時から、身体的又は心理
的な痛みやつらさを抱えながら、生活を送っています。また、がん患者の家族も、様々
な心理的な負担を抱えながら、がん患者の生活を支えています。
　そのため、拠点病院等では、がんと診断された時から、がん患者等が抱える様々な
痛みやつらさを和らげることができるよう、主治医、看護師等と専門の緩和ケアチー
ムが連携を図りながら、治療、アドバイス等を行っています。また、緩和ケア専用の
外来窓口を設け、入院時だけではなく、退院後のサポート体制も整えています。
　痛みやつらさが軽くなれば、前向きな治療やより良い生活につながります。少しで
も痛みやつらさがある場合には、我慢せずに緩和ケアを受けましょう。

緩和ケアの考え方

出典：国立がん研究センターがん情報サービス
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分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ

（ｎ＝1,373）
がんの早期発見（がん検診）
がんによって就労が困難になった際の相談支援体制の整備
がんの予防（たばこ対策等の生活習慣病対策も含む）
がん医療に関わる医療機関の整備
がんに関する相談やその支援
緩和ケア
がんに関する専門的医療従事者の育成
がんに関する情報の提供
希少がん（小児がんを含む、患者さんの数が少
なく、珍しい種類のがん）対策
子どもに対するがんに関する教育
がん登録
その他
特にない
わからない
無回答
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院外院内

H26患者体験調査の結果（抜粋）
項　目 割　合

がん相談支援センターを利用して役に立ったと思う 91.2%（81.4%）
※　かっこ書は、全国値

出典：「H26患者体験調査」

・　県内の相談支援センターにおける相談件数は増加していますが、院外からの相談は
伸びていない状況にあります。

・　H28（2016）年度県政世論調査では、県のがん対策で重要と思うものについて、
県民の約４割が「がんに関する相談やその支援」、県民の約４分の１が「がんに関す
る情報の提供」と回答しています。

　　　※　対象施設数は、H24（2012）年度が６施設、H28（2016）年度が９施設
出典：H24（2012）年度・H28（2016）年度「拠点病院等現況報告」

県内の拠点病院等１施設当たりの相談件数（２か月分）の推移

県のがん対策で重要と思うもの（複数回答）

出典：H28（2016）年度「県政世論調査」
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・　がん患者等からの相談内容が多様化しており、相談対応に当たっては、拠点病院等
及び中核病院における相談支援の質の向上、他機関との連携等が必要となってきてい
ます。

・　栃木県がん診療連携協議会相談支援部会では、相談支援の質の向上等の観点から、
拠点病院等及び中核病院の相談支援センター等における活動の可視化に取り組んで
います。
・　県内全ての拠点病院等では、患者会や患者サロンが開催されていますが、そのうち
ピアサポート11研修を実施している病院は１施設にとどまっています。

　ウ　科学的根拠に基づく情報提供の推進
・　がんに関する情報の中には、科学的根拠に基づいているとはいえない情報が含まれ
ていることがあり、正しい情報を得ることが困難な場合があるとの指摘があります。
・　WEBサイト「がん情報とちぎ」を開設し、県内のがんに関する情報を発信してい
ます。
・　全国では、がん治療に伴う外見の変化に関する相談支援・情報提供（アピアランス

11	 がん患者等がピア（仲間）として体験を共有し、共に考えることで、他のがん患者等を支援することをいい
ます。

県内の拠点病院等及び中核病院における相談内容及び年間相談件数

出典：H28（2016）年度「拠点病院等現況報告」
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分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ

ケア）等の提供体制が構築されていないとの指摘があります。
・　栃木県がん診療連携協議会相談支援部会では、平成29（2017）年度に、がん相談
支援センター等の相談員を対象にしたアピアランスケアに関する研修会を開催しま
した。

　エ　その他
・　県では、がん患者団体等の支援を目的に、平成27（2015）年度に「栃木県がん患
者支援団体登録制度」を創設しました。

個別目標

　がん患者等が抱える様々な悩みや不安に適切に対応するとともに、それぞれが必要
とする正しい情報を適切に提供することができる体制の整備を図る。

県の取組
　ア　がん相談支援センターの認知度向上
・　栃木県がん診療連携協議会等と連携し、相談支援センター等の効果的な周知方法に
ついて検討を行います。

　イ　相談支援体制の充実
・　栃木県がん診療連携協議会、患者団体等と連携し、がん相談支援センター等におけ
るピアサポート、患者団体の活動支援、アピアランスケアに関する情報提供等を推進
します。

　ウ　科学的根拠に基づく情報提供の推進
・　栃木県がん診療連携協議会等と連携し、がん相談支援センター等を通じた科学的根
拠に基づく情報提供を推進します。

指　標
　　【モニタリング値】

項　目
現状値

H26年度
（2014年度）

【参考】全国値
H26年度

（2014年度）
がん相談支援センターを利用して役に立った
と思うがん患者の割合 91.2% 81.4%

基準：「患者体験調査」等
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分野別の個別目標及び県の取組 Ⅳ

⑵　がん患者等の就労支援
県内における現状等
　ア　がん患者の就労に関する概況
・　県内の新規がん患者（平成27（2015）年）のうち働く世代（20歳－64歳）の割
合は、約３割という状況にあります。

県内におけるがんの年齢階級別罹患数（全がん（上皮内がんを除く。）、H27（2015）年）
0歳－19歳 20歳－64歳 65歳－ 合　計

男女計 42人（0.3%） 3,663人（28.0%） 9,366人（71.7%） 13,071人（100.0%）
男性 22人（0.3%） 1,846人（23.8%） 5,884人（75.9%） 7,752人（100.0%）
女性 20人（0.4%） 1,817人（34.2%） 3,482人（65.5%） 5,319人（100.0%）

出典：「栃木県のがん2015」

・　平成18（2006）年から平成20（2008）年までに県内で診断された全がんの５年
相対生存率は、約６割を超えています。

コラ
ム５ 「がん相談支援センター」ってどんなところ？

　がんと診断されると、ショックを受けたり、
自分がかかったがんのこと、治療方法や治療
費のこと、仕事のこと等について、悩みや疑
問を持ったりすることも多いのではないかと
思います。こうしたときは、ぜひ「がん相談
支援センター」を利用しましょう。
　最近では、インターネット等において、が
んに関する情報も数多くありますが、必ずし
も全ての情報が科学的根拠に基づいていると
は限りません。また、いろいろな情報があり過ぎて、自分が本当に必要としている情
報にたどり着くことが難しい場合もあるのではないかと思います。
　県内９か所の拠点病院等に設置されているがん相談支援センターでは、看護師、医
療ソーシャルワーカー等の専門の相談員が、がんに関する様々な悩みや疑問を聞き、
それぞれの状況に応じて、必要な情報の提供やアドバイス等を行っています。相談は、
無料で、がん患者の家族や他の病院にかかっている方も利用できます。
　悩みや疑問を一人で抱え込まずに、ちょっとしたことでも、気軽にがん相談支援セ
ンターに相談してみてください。

がん相談支援センターにおける相談風景
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分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ

（ｎ＝1,373）

どちらかといえば
そう思わない
32.0%

どちらかと
いえばそう思う
20.2%

わからない
14.3%

そう思う
5.7%

無回答
3.7%

そう思わない
24.2%

61.8 61.3
69.2

30.8 29.0

89.4

75.5

62.1 64.6
71.1

32.6 31.9

91.1

76.9

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0
全がん

（%）

胃がん 大腸がん 肝がん 肺がん 乳がん 子宮がん
全国栃木県

・　県内では、平均入院日数が短縮し、外来患者が増加している状況にあります。
県内におけるがん患者の平均入院日数等の推移

H14年
（2002年）

H26年
（2014年）

県内におけるがん患者の平均入院日数 31.0日 18.3日
県内におけるがんによる入院患者数 2.0千人 1.8千人
県内におけるがんによる外来患者数 1.7千人 2.2千人

出典：H14（2002）年・H26（2014）年「患者調査」

・　H28（2016）年度県政世論調査では、県民の約６割が、がんの治療等のために２
週間に一度程度の通院が必要な場合、働き続けられる環境とは「思わない」と回答し
ています。

・　全国では、がんに罹患した勤労者のうち約３分の１が依願退職し、又は解雇されて
おり、10年前と比べて変化がない状況にあります。

　　　※１　「乳がん」・「子宮がん」は、女性の数値
　　　※２　「全国値」は、がん登録の精度が一定の基準を満たす都道府県の罹患情報に基づく推計値

出典：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」

がんの５年相対生存率（上皮内がんを除く、男女計）
（H18（2006）年－H20（2008）年診断）

がんの治療・検査のために通院しながら働き続ける社会の環境

出典：H28（2016）年度「県政世論調査」
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分野別の個別目標及び県の取組 Ⅳ

・　東京女子医科大学遠藤助教（当時）らが大企業を対象に実施したがん患者の復職に
関する大規模コホート研究（以下「コホート研究」といいます。）によると、病休開
始からフルタイム勤務ができるまで平均約６か月半、短時間勤務ができるまで平均約
２か月半という結果が出ています。

大企業におけるがんによる病休開始から勤務ができるまで要した療養日数

がん種 短時間勤務ができるまでに要した
療養日数の中央値（日）

フルタイム勤務ができるまでに要した
療養日数の中央値（日）

胃がん 62 124
食道がん 123 －

結腸・直腸がん 66.5 136.5
肺がん 96.5 －
肝胆膵がん 194 －
乳がん 91 209

女性生殖器がん 83 172
男性生殖器がん 60.5 124.5
尿路系腫瘍 52 127
血液系腫瘍 241 －
他のがん 91 195
全　体 80 201

出典：第１回栃木県がん総合対策検討会就労支援部会遠藤参考人提供資料を一部改編

・　コホート研究によると、がん種によって復職率に大きな差がありますが、短時間勤
務制度が導入できれば３分の２以上が復職可能です。

大企業におけるがんに罹患した従業員の復職率

がん種
累積復職率（病休開始日から60日・120日・180日・365日後）

60 日後 120 日後 180 日後 365 日後
胃がん 16.7%（48.6%） 47.5%（87.2%） 64.4%（91.5%） 78.8%（93.3%）
食道がん 7.5%（19.4%） 19.6%（49.3%） 25.7%（64.3%） 38.4%（70.7%）

結腸・直腸がん 22.6%（46.6%） 45.9%（70.5%） 59.6%（78.8%） 73.3%（84.2%）
肺がん 13.6%（37.0%） 21.0%（58.0%） 27.9%（67.9%） 34.3%（75.3%）
肝胆膵がん 14.3%（25.5%） 22.4%（44.9%） 34.7%（49.0%） 37.8%（55.1%）
乳がん 11.4%（30.9%） 27.0%（60.8%） 38.5%（71.1%） 76.6%（90.3%）

女性生殖器がん 19.4%（40.3%） 34.3%（56.7%） 52.2%（70.1%） 77.6%（92.5%）
男性生殖器がん 24.4%（50.0%） 50.0%（75.6%） 65.4%（80.8%） 79.5%（87.2%）
尿路系腫瘍 28.3%（52.8%） 47.2%（75.5%） 54.7%（79.2%） 66.0%（84.9%）
血液系腫瘍 6.3%（12.6%） 10.6%（27.4%） 21.3%（35.9%） 42.9%（65.8%）
全　体 16.7%（37.4%） 34.9%（64.1%） 47.1%（71.6%） 62.3%（80.9%）

※　かっこ書は、短時間勤務の復職率
出典：第１回栃木県がん総合対策検討会就労支援部会遠藤参考人提供資料を一部改編

・　コホート研究によると、復職後の５年勤務継続率は、約５割という結果が出ていま
す（ただし、大企業と中小企業との間には大きな差があると推定されています。）。
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分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ

6.0%
3.3%

23.0%
26.8%
28.4%
31.1%
32.2%
33.3%
33.9%

48.6%
56.3%

65.6%
71.6%
77.0%

0%

職場の理解がある
休みが取りやすい

勤務時間や勤務日数の変更ができる
仕事内容の調整ができる

職場に言いやすい雰囲気がある
相談相手がいる
通院が容易である

治療費の見通しが示されている
医師等に相談しやすい雰囲気がある

相談先についての情報がある
人事評価や昇進、昇給に影響しない

収入が保証される
その他
無回答

10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

（n=183）

 

中小企業における５年勤務継続率（遠藤助教（当時）の推定） 

大企業における５年勤務継続率 
勤
務
継
続
率

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0
0.0 2.5 12.510.07.55.0

復職日からの時間（年）

・　コホート研究によると、復職後１年間に再度病気休職となる傾向が特に顕著です。

　イ　がん患者等が働きやすい職場環境づくり
・　平成28（2016）年12月に「がん対策基本法」が改正され、事業主の責務として
がん患者等の雇用の継続等に配慮するよう努めること、国及び地方公共団体ががん患
者等の雇用の継続又は円滑な就職のために必要な施策を講ずること等が新たに規定
されました。

・		 平成28（2016）年度に県が実施した「がん患者等の就労に関するアンケート調査」
（以下「H28就労アンケート調査」といいます。）では、仕事と治療との両立に必要
なこととして、がん患者、事業所いずれにおいても、他の従業員の理解や柔軟な勤務
体制の整備の回答が多い状況にあります。

大企業におけるがんに罹患した従業員の復職後の５年勤務継続率

出典：第１回栃木県がん総合対策検討会就労支援部会遠藤参考人提供資料を一部改編

出典：「H28就労アンケート調査」

がんの治療と仕事との両立のために必要と思うこと（がん患者等、複数回答）
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6.3%
3.1%
6.3%

15.6%
21.9%
21.9%

28.1%
53.1%治療・療養に専念するため

体力面で困難であると判断したため
職場から指示があったため

周囲に迷惑をかけたくないため
周囲に相談して、困難と判断したため

職場に居づらくなったため
家族から勧められたため

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

（n=32）

4.4%
2.5%
1.6%
1.9%

20.0%
25.2%
25.5%
25.8%
29.3%

53.2%
53.4%
53.7%柔軟な勤務制度の整備

他の従業員の理解
代替要員の確保
金銭的な補償

従業員の社会保険料の事業主負担の軽減
具体的休暇制度等の整備

労務管理に必要な情報の入手方法
病気や治療が及ぼす仕事への影響などの相談先

産業保健スタッフの雇用への補助
必要性を感じていない

その他
特になし

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

（n=364）

・　H28就労アンケート調査では、がんと診断された後に退職したがん患者の約２割
が「職場から指示」と回答しています。

・　H28就労アンケート調査では、事業所が病気や治療の見通しの把握、復職可否の
判断等に苦慮している実態が見られるほか、中小企業からは仕事と治療との両立は現
実的に難しいなどの意見が出されています。

・　H28就労アンケート調査では、事業所の約３割が、がん検診を実施していないと
回答しています。

・		 がん患者の就労継続のためには、「疾病性」の診断書（一定の配慮の下で就労可能等）
から「事例性」の言葉（座り仕事であれば就労可能等）への翻訳等が重要との指摘が
あります。

・　がん患者の家族は入院や通院への付き添い等を行う必要があることから、がん患者
の家族が勤務する事業所の理解促進も重要との指摘があります。

出典：「H28就労アンケート調査」

がんの治療と仕事との両立のために必要と思うこと（事業所、複数回答）

出典：「H28就労アンケート調査」

最初にがんと診断された後に退職した理由（複数回答）
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（ｎ＝1,373）
がんの早期発見（がん検診）
がんによって就労が困難になった際の相談支援体制の整備
がんの予防（たばこ対策等の生活習慣病対策も含む）
がん医療に関わる医療機関の整備
がんに関する相談やその支援
緩和ケア
がんに関する専門的医療従事者の育成
がんに関する情報の提供
希少がん（小児がんを含む、患者さんの数が少
なく、珍しい種類のがん）対策
子どもに対するがんに関する教育
がん登録
その他
特にない
わからない
無回答
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13.5
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上司
友人
同僚
主治医

人事労務担当者
病院の相談支援センター

産業医、職場の産業保健関係者
患者会等の患者団体

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

（n=115）

　ウ　相談支援体制の充実
・　ハローワークやがん相談支援センターに相談に来る前に離職していることが多いと
の指摘があります。

・　H28就労アンケート調査では、がんと診断された際にがん相談支援センターに相
談したがん患者は１割未満にとどまっています。

・　H28（2016）年度県政世論調査では、県のがん対策で重要と思うものについて、
県民の約半数が「就労が困難になった際の相談支援体制の整備」と回答しています。

出典：「H28就労アンケート調査」

最初にがんと診断された際の相談先

県のがん対策で重要と思うもの（複数回答）

出典：H28（2016）年度「県政世論調査」
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分野別の個別目標及び県の取組 Ⅳ

・　がん患者の就労継続のためには、がん相談支援センターと企業の産業医、衛生管理
者、社会保険労務士等との連携が重要との指摘があります。

・　平成28（2016）年度から栃木県立がんセンターのがん相談支援センター、平成
29（2017）年度から済生会宇都宮病院、自治医科大学附属病院及び那須赤十字病院
のがん相談支援センターにおいて、ハローワーク宇都宮と連携した就労相談が開始さ
れています。

　エ　その他
・　平成28（2016）年12月に「がん対策基本法」が改正され、国及び地方公共団体
が患者団体等の支援のために必要な施策を講ずることが新たに規定されました。

個別目標

　事業主等の理解の下、がん患者等がそれぞれの状況に応じて仕事と治療とを両立し
やすい環境の整備を図る。

県の取組
　ア　がん患者等が働きやすい職場環境づくり
・　労働局、経済団体等と連携し、がんに関する基本的な知識、がん種に応じて配慮す
べき事項等に関する研修等を通じて、事業主、企業の人事労務担当者等の理解促進を
図ります。
・　労働局、経済団体等と連携し、事業所に対しがんの早期発見の重要性等について普
及啓発を行い、がん検診の受診率向上のために事業所において必要な取組を促進しま
す。
・　労働局、経済団体等と連携し、国における取組や先進的な取組事例の情報提供等を
通じて、事業所の実情に応じた柔軟な勤務制度や休暇制度の導入等を支援します。
・　がん相談支援センター、経済団体等と連携し、国における取組や先進的な取組事例
を踏まえ、がん患者、事業所、医療機関等の関係者間における情報共有を促進します。

　イ　相談支援体制の充実
・　がん相談支援センター等と連携し、がん患者等の就労に関する相談窓口としての相
談支援センターの周知を図ります。
・　がん相談支援センターにおける社会保険労務士、ハローワーク等と連携した相談支
援体制の整備を支援します。
・　労働局、県、医療機関、経済団体等で構成する「栃木県地域両立支援推進チーム」
等を活用し、それぞれの取組状況等について情報共有を図るとともに、これらの関係
者と連携し、がん患者等、事業主等に対し、効果的にがん患者の就労支援に関する情
報提供等を推進します。

43
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指　標
　　【目標値】

項　目
現状値

H28年度
（2016年度）

目標値
H35年度

（2023年度）
目標値設定の

考え方

がんの治療等のために通院しながら働き続け
られる環境にあると思う県民の割合 25.9% 50.0%以上 おおむね倍増を

目指す。
基準：「栃木県政世論調査」

コラ
ム６ がんにかかると、仕事は辞めなければならない？

　がんにかかったら、仕事は辞めなければならないと思い込んでいませんか？
　確かに、がんの種類や進行の度合いによっては、仕事を辞めて治療に専念しなけれ
ばならない場合もあります。
　しかし、がんは、近年の医療技術等の進歩により、全体の約６割が治るようになり、
早く見つければ、約９割が治るようになりました。また、通院により治療を受けられ
る場合も増えており、治療を受けながら仕事を続けることができるようになってきて
います。がんにかかったからといって、必ずしも仕事を辞める必要はないのです。
　とはいっても、がんの治療に伴い、体力が低下したり、気分が悪くなったり、仕事
を続けていく上での不安や悩みもいろいろあると思います。そういうときは、ぜひ「が
ん相談支援センター」（p37コラム５参照）を利用してください。仕事を続けていく
際のヒントが何か見つかると思います。
　県では、この計画において、がん相談支援センターの機能充実を図るほか、労働局、
経済団体等と連携し、がん患者等が働きやすい職場環境の整備を進め、がん患者等の
就労を支援することとしています。

仕事と治療との両立に向けたトライアングル型支援のイメージ

出典：「平成29年版厚生労働白書」
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３　ライフステージに応じたがん対策
⑴　小児・AYA世代のがん対策
県内における現状等
　ア　小児・AYA世代12のがんの特徴
・　小児・AYA世代のがんは、成人のがんと異なり、患者数が少ない、がん種が多種
多様で希少なものが多い、生活習慣に起因するものが少ない、乳幼児期から小児期、
思春期、若年成人世代まで年齢層が幅広いなどの特徴があります。

12	 Adolescent and Young Adult（思春期世代と若年成人世代）の略で、この計画では、15歳から30歳前後
の年齢層までを想定しています。

県内における小児・AYA世代のがんの新規罹患数（上皮内がんを除く、男女計）

県内における小児・AYA世代のがんの部位別罹患状況（男女計、上皮内がんを除く）
（H23（2011）年－H27（2015）年）

出典：栃木県保健福祉部健康増進課調べ
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・　小児・AYA世代のがんは、晩期合併症13に適切に対処するため、治療後も長期的な
フォローアップを必要とします。
・　小児・AYA世代のがん患者は、その成長発達段階等に応じたサポートを必要とし
ます。

　イ　小児・AYA世代のがんに関する医療提供体制等の充実
・　県内の小児がん患者の約８割は、自治医科大学附属病院と獨協医科大学病院に設置
された２つのとちぎ子ども医療センターで受療している状況にあります。

・　２つのとちぎ子ども医療センターでは、医師や看護師をはじめ、医療ソーシャルワー
カー、保育士等の多職種が連携して、小児・AYA世代のがん患者の療養生活をサポー
トしています。
・　２つのとちぎ子ども医療センターでは、それぞれフォローアップ外来を実施し、治
療後も、二次がんを含む晩期合併症に適切に対処するため、他の診療科と連携しなが
ら対応しています。
・　小児がんは、予防が極めて難しく、早期発見や初期診断が重要です。
・　県内では、小児がんの看取りのニーズはあるが、小児在宅医療に携わる医師が不足
しているとの指摘があります。
・　県内では、小児科から成人科への移行期において、成人にあまりない肉腫系等につ
いては、診療科が決まっておらず、診断が遅れる場合等があるとの指摘があります。
・　県内のAYA世代のがん患者の約８割は、県内の拠点病院等で受療している状況に
あり、AYA世代に発症したがんについては、拠点病院等を中心とした診療体制の整
備が必要との指摘があります。

13	 患者の成長、時間の経過等に伴い、がんそのものや治療の影響により生じる合併症をいいます。主なものと
して、成長発達や中枢神経系の異常、二次がん等があります。

県内の小児がん患者の受療動向（H23（2011）年－H27（2015）年）

出典：栃木県保健福祉部健康増進課調べ
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　ウ　小児・AYA世代のがん患者の保育環境や教育環境の整備
・		 平成28（2016）年12月に「がん対策基本法」が改正され、国及び地方公共団体は、
小児・AYA世代のがん患者の学習と治療との両立、がん患者の円滑な就職等のため
に必要な施策を講ずることが新たに規定されました。
・　２つのとちぎ子ども医療センターでは、保育士の配置や特別支援学校の分教室の設
置により、入院中における未就学児の患者の保育環境や小学生及び中学生の患者の教
育環境が整備されています。
・　入院中の高校生の患者に対しては、ボランティアによる学習支援が行われています
が、十分な教育環境が整備されておらず、進級や卒業のために必要な単位取得に課題
があります。
・　退院後において通常の学級等への円滑な復帰を図るため、通常の学級の教員等の理
解促進、退院後における通常の学級等への復帰状況の把握等が必要との指摘がありま
す。

　エ　相談支援・情報提供等の推進
・　小児・AYA世代のがん患者に分かりやすく説明し、患者自らが主体的に治療選択
等を行うことが重要との指摘があります。
・　AYA世代のがん患者のニーズは、就学、就労、結婚、妊娠等、年代によって多様
です。
・　思春期のがん患者は、自分の思いをうまく伝えることができないことも多く、医療
従事者がニーズをうまく引き出すことが重要との指摘があります。
・　AYA世代のがん患者が正しい情報にアクセスできる環境の整備が必要です。
・　小児・AYA世代のがんの経験者は、晩期合併症により就職等が困難な場合がある

県内のがん患者（15歳－29歳）の受療動向（H23（2011）年－H27（2015）年）

県内のがん患者（30歳－39歳）の受療動向（H23（2011）年－H27（2015）年）

出典：栃木県保健福祉部健康増進課調べ
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との指摘があります。
・　小児・AYA世代のがん患者の家族は、心理的又は経済的な負担が非常に大きい状
況にあります。

　オ　県民の理解
・　平成28（2016）年12月に「がん対策基本法」が改正され、国民の責務として、
がん患者に関する理解を深めること等が新たに規定されました。
・		 小児・AYA世代のがんは、患者が少ないこと等により、県民の理解促進が必要です。

個別目標

　小児・AYA世代のがん患者等が置かれている状況に応じた医療や支援の提供体制
の整備を推進する。

県の取組
　ア　小児・AYA世代のがんに関する医療提供体制等の充実
・　とちぎ子ども医療センター、拠点病院等、栃木県医師会、患者団体等と連携し、小
児期から成人期への移行期における診療提供体制、AYA世代のがんの診療提供体制、
長期フォローアップ体制、小児在宅医療の提供体制等の在り方について検討を行いま
す。
・　とちぎ子ども医療センター、拠点病院等、栃木県医師会、患者団体等と連携し、家
庭、学校、地域の医療機関等における小児がんの早期発見や適切な初期診断のために
必要な情報発信を行います。

　イ　小児・AYA世代のがん患者の保育環境や教育環境の整備
・　とちぎ子ども医療センターとの連携等を通じて、療養中における未就学児の患者の
保育環境や小学生及び中学生の患者の教育環境の一層の充実を図ります。
・　とちぎ子ども医療センター等と連携し、遠隔教育の導入等を通じて、療養中におけ
る高校生の教育環境の充実を図ります。
・　小児・AYA世代のがん、退院後における必要な支援等について、通常の学級等の
教員の理解促進を図ります。
・　退院後における通常の学級等への復帰状況の把握に努め、とちぎ子ども医療セン
ター等と連携し、それぞれの状況に応じて必要な支援の在り方について検討を行いま
す。

　ウ　相談支援・情報提供等の推進
・　とちぎ子ども医療センター、拠点病院等、栃木県医師会、患者団体等と連携し、小
児・AYA世代のがん経験者の就労支援を含め、小児・AYA世代のがん患者等の相談
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支援体制の在り方について検討を行います。
・　小児・AYA世代のがん患者等の心理的又は経済的な負担の軽減を図るため、小児・
AYA世代のがん患者に関するピアサポート、活用できる助成制度の周知等を推進し
ます。
・　小児・AYA世代のがん患者にとって分かりやすい情報の発信、必要な情報にアク
セスしやすい環境の整備等を推進します。

指　標
　　【モニタリング値】

項　目
現状値
H27年

（2015年）

【参考】全国値
H25年

（2013年）
0歳−29歳の新規がん患者数（割合） 90人（0.7%） 6,452人（0.7%）

基準：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」、「栃木県のがん」

コラ
ム７ 「小児がん」や「AYA世代のがん」とは？

0歳 14歳 30歳 40歳～

小児 成人AYA
世代

小児に多い「がん」

成人に多い「がん」

白血病・悪性リンパ腫
脳腫瘍、骨軟部肉腫

胃がん、大腸がん、子宮がん、乳がんなど

　がんは、年齢を重ねるごとにかかりやすくなる病気ですが、子どもや若い方がかか
る場合もあります。
　この計画では、0歳から14歳までの子どもがかかるがんを「小児がん」、15歳から
30歳前後の年齢層までの若い方がかかるがんを「AYA世代のがん」と呼んでいますが、
患者数が少ないことから、あまり知らない方が多いかもしれません。
　小児がんやAYA世代のがんは、近年の医療技術の進歩等により、７割から８割程度
が治るようになりました。しかし、患者の成長、時間の経過等に伴い、がんそのもの
や治療の影響による合併症（晩期合併症）を発症することもあり、治療後においても
長期的なフォローアップが必要となります。
　また、小児やAYA世代は、それぞれの人格が形成される非常に重要な時期であると
ともに、就学、就職、結婚、出産等、人生における様々な節目を迎える年代でもあり
ます。
　小児やAYA世代のがん患者が、健やかに成長し、その人らしい生活を送る上では、
治療中から治療後に至るまで、家族、友人、医療従事者、教員等、周囲のサポートが
必要です。皆さん一人一人が小児がんやAYA世代のがんのことを知り、それぞれの立
場で、どのようなことができるか考えてみませんか。

小児がんとAYA世代のがんの状況

出典：国立がん研究センター東病院ホームページ
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⑵　高齢者のがん対策
県内における現状等
・　県内における新規がん患者（平成27（2015）年）のうち65歳以上の割合は、約
７割という状況にあります。
県内におけるがんの年齢階級別罹患数（全がん（上皮内がんを除く。）、H27（2015）年）

0歳－19歳 20歳－64歳 65歳－ 合　計
男女計 42人（0.3%） 3,663人（28.0%） 9,366人（71.7%） 13,071人（100.0%）
男性 22人（0.3%） 1,846人（23.8%） 5,884人（75.9%） 7,752人（100.0%）
女性 20人（0.4%） 1,817人（34.2%） 3,482人（65.5%） 5,319人（100.0%）

出典：「栃木県のがん2015」

・		 平成37（2025）年における65歳以上の人口は、県内の全人口の約３割（約58万人）
と推計され、今後、がん患者に占める高齢者の割合は増加する見込みです。

・　現在、高齢者のがん診療に関する明確なガイドラインは示されていないため、今後、
国において、高齢者であるがん患者の全身状態、併存疾患等の状況を踏まえた医療提
供や意思決定支援の在り方について検討が進められる予定です。

個別目標

　高齢のがん患者の状況に応じた医療や支援の推進を図る。

県の取組
・　栃木県がん診療連携協議会、栃木県医師会等と連携し、国の定める高齢者のがん診
療や高齢のがん患者の意思決定の支援に関するガイドラインの周知等を行います。

指　標
　　【モニタリング値】

項　目
現状値
H27年

（2015年）

【参考】全国値
H25年

（2013年）
65歳以上の新規がん患者数（割合） 9,366人（71.7%） 609,709人（70.7%）

基準：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」、「栃木県のがん」

県内における65歳以上の人口割合の将来推計

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25（2013）年３月推計）」
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４　がん対策を推進するために必要な基盤の整備
１　人材の確保及び育成
県内における現状等
・　前計画の目標値の達成が難しい項目も一部ありますが、全体的には、専門医等は着
実に増加しています。

県内における専門医数等の状況
前計画基準値

H24年度
（2012年度）

現状値
H29年（2017年）

７月現在

前計画目標値
H29年度

（2017年度）
がん治療認定医数 161人 219人 176人
放射線治療認定医数 8人 15人 10人
がん放射線療法看護
認定看護師数 1人 3人 放射線療法の実施医療

機関に1人以上
放射線治療専門
放射線技師数 13人 17人 20人

がん薬物療法専門医数 3人 7人 9人
がん薬物療法
認定薬剤師数 10人 13人 14人

がん化学療法看護
認定看護師数 13人 17人 15人

緩和医療専門医数 0人 1人 全ての拠点病院に1人
以上

緩和ケア認定看護師数 8人 22人 18人
出典：栃木県保健福祉部健康増進課調べ

・　今後、県内におけるがん医療の均てん化や集約化、質の向上等が求められる中、そ
の際に必要となる医療従事者の育成が引き続き必要です。
・　県内の国指定拠点病院における主治医や担当医の緩和ケア研修会受講率（平成29
（2017）年６月末現在）は、82.2%です。
・　県内において緩和ケア研修会を修了した医師及び歯科医師の数（平成29（2017）
年12月１日現在）は、1,889人であり、前計画の目標値におおむね達する見込みです。

県内において緩和ケア研修会を修了した医師・歯科医師数
前計画基準値

H25年（2013年）
１月現在

現状値
H29年（2017年）

12月１日現在

前計画目標値
H29年度

（2017年度）
緩和ケア研修会を修了し
た医師・歯科医師数 728人 1,889人 2,000人

出典：栃木県保健福祉部健康増進課調べ
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・　県内における緩和ケア研修会の修了者（平成29（2017）年12月１日現在）につ
いて、職種別に見ると、医師及び歯科医師が約７割、その他の医療従事者が約３割、
施設別に見ると、拠点病院等が約８割、その他の施設が約２割という状況にあります。

県内における緩和ケア研修会の職種別修了者数（平成29（2017）年12月１日現在）
医師・歯科医師 その他 合　計

緩和ケア研修会修了者数
（割合） 1,889人（68.7%） 859人（31.3%） 2,748人（100.0%）

出典：栃木県保健福祉部健康増進課調べ

県内における緩和ケア研修会の施設別修了者数（平成29（2017）年12月１日現在）
拠点病院等 その他 合　計

緩和ケア研修会修了者数
（割合） 2,158人（78.5%） 590人（21.5%） 2,748人（100.0%）

出典：栃木県保健福祉部健康増進課調べ

・　県内の拠点病院等では、国立がん研究センターによる相談員指導者研修の修了者が
増加しています。

前計画基準値
H25年（2013年）

１月現在

現状値
H29年（2017年）

７月現在

前計画目標値
H29年度

（2017年度）
相談員指導者研修を修了
した相談員数 3人／3施設 10人／7施設 全ての拠点病院等に1

人以上
出典：栃木県保健福祉部健康増進課調べ 

・　がん患者等からの相談内容が多様化しており、相談対応に当たっては、人事労務に
関する基本的な知識の習得をはじめとして拠点病院等及び中核病院における相談支
援の質の向上が必要となってきています。

個別目標

　県内におけるがん医療や支援のために必要ながん医療従事者等の確保及び育成を図
る。

県の取組
・　標準的治療の提供、医療安全の確保、チーム医療の充実等について、拠点病院等に
おける人材の確保及び育成を支援します。
・　多様化するがん患者等の相談に適切に対応できるよう、栃木県がん診療連携協議会
等と連携し、相談支援センター等における相談員の資質向上を図ります。
・　緩和ケアの充実を図るため、栃木県がん診療連携協議会、栃木県医師会等と連携し、
多様な医療従事者等の緩和ケア研修の受講促進を図ります。
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分野別の個別目標及び県の取組 Ⅳ

指　標
　　【目標値】

項　目
現状値

H29年度
（2017年度）

目標値
H35年度

（2023年度）
目標値設定の

考え方

緩和ケア研修会修了者数
（拠点病院等以外の施設
の医師・歯科医師）

272人 500人以上 おおむね倍増を目指
す。

※「現状値」はH29（2017）年度までの累計修了者数、「目標値」はH35（2023）年度までの累計修了者数
基準：栃木県保健福祉部健康増進課調べ

　　【モニタリング値】

項　目

現状値 【参考】全国値
H30年

（2018年）
２月現在

人口10万対
H30年

（2018年）
２月現在

人口10万対

がん治療認定医数 221人 11.4人 15,999人 12.8人
がん看護専門看護師数 8人 0.4人 775人 0.6人
放射線治療専門医数 15人 0.8人 1,109人 0.9人
がん放射線療法看護認定看護師数 3人 0.2人 252人 0.2人
放射線治療専門放射線技師数 22人 1.1人 1,774人 1.4人
がん薬物療法専門医数 7人 0.4人 1,188人 1.0人
がん薬物療法認定薬剤師数 13人 0.7人 1,106人 0.9人
がん化学療法看護認定看護師数 17人 0.9人 1,514人 1.2人
緩和医療認定医数 － － － －
緩和薬物療法認定薬剤師数 5人 0.3人 595人 0.5人
緩和ケア認定看護師数 24人 1.2人 2,181人 1.7人
がん性疼痛看護認定看護師数 6人 0.3人 752人 0.6人
緩和ケア研修会修了者数（医師・歯
科医師） 1,889人 97.4人 101,019人 80.8人

がん相談支援センター相談員指導者
研修会修了者数 10人 0.5人 353人 0.3人

※１　「人口10万対」における人口は、H28（2016）年10月１日現在の人口
※２　「緩和ケア研修会修了者数（医師・歯科医師）」の「全国値」は、H29（2017）年７月現在の数値

基準：栃木県保健福祉部健康増進課調べ
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分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ

２　がん教育・普及啓発の推進
県内における現状等
　ア　学校におけるがん教育
・　県では、これまで、「学校等への健康づくり専門家派遣事業」、教員に対する健康教
育に関する研修等を実施してきました。

がんや喫煙に関する学校等への健康づくり専門家派遣事業の実績（H28（2016）年度）
小学校 中学校 合　計

学校数（参加者数） 7校（476人） 6校（979人） 13校（1,455人）
出典：栃木県保健福祉部健康増進課調べ

・　県では、平成28（2016）年度に「親子で学ぶ生活習慣病予防事業」として、がん
等の生活習慣病について、小学校高学年の子どもとその親を対象とした記事を新聞に
連載するとともに、記事を基に冊子を作成し、県内の全ての小学校に配布しました。
・　平成28（2016）年12月に「がん対策基本法」が改正され、基本理念にがん患者
が尊厳を保持しつつ安心して暮らすことのできる社会の構築を目指すことが明記さ
れるとともに、がんに関する教育の推進が新たに規定されました。
・　平成29（2017）年３月に「中学校学習指導要領」が改正され、平成33（2021）
年度から、健康な生活と疾病の予防の指導の中で、がんについても取り扱うことが明
記されました。
・　国の「がんの教育総合支援事業」に基づき事業を実施する地域が全国的に増加して
おり、本県においても、その実施について検討する必要があります。

　イ　県民に対する普及啓発
・　県では、これまで、ホームページ、リーフレット、イベント等により、がんの罹患
や死亡の状況、がん検診、緩和ケア等に関する普及啓発に取り組んできました。
・		 H28（2016）年度県政世論調査では、「約２人に１人ががんに罹患する」ことを知っ
ている県民は約４分の１、がん検診を受診しない理由について、「がんであると分か
るのが怖い」と回答した県民が約３分の１、緩和ケアを開始する時期について、「が
んが治る見込みがなくなったとき（終末期）」と回答した県民が約１割という結果が
出ています。
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分野別の個別目標及び県の取組 Ⅳ

（ｎ＝1,373）

がんと診断
されたときから
60.9%

その他
0.9%

無回答
1.5%

わからない
7.7%

がんが治る
見込みがなく
なったとき
（終末期）
から
12.9% がんの治療

が始まった
ときから
16.0%

（ｎ＝1,373）
がんの治療方法には、大きく手術療法、
化学療法、放射線療法がある
たばこは、様々ながんの原因の中で、予防可能
な最大の原因である

子宮頸がんのように若い世代で増えているがんがある

日本では、死亡者の約３人に１人が、がんで死亡している

日本では、約２人に１人が、将来、がんにかか
ると推測されている

がん全体の５年生存率は50％を超えている

いずれも知らない

無回答

69.9

61.3

56.7

48.7

26.9

22.6

3.5

2.5

0 （％）10 20 30 40 50 60 70
がんについて知っていること（複数回答）

（ｎ＝1,373）
費用がかかり経済的にも負担になるから

受診する時間がないから

がんであると分かるのが怖いから

検査に伴う苦痛に不安があるから

健康状態に自信があり、必要性を感じないから
心配なときはいつでも医療機関を受診できるから

受診する場所が不便だから
うっかり受診するのを忘れてしまっているから

受診しても、見落としがあると思っているから

がん検診そのものを知らないから
その他
わからない
無回答

48.1
42.7

33.4
32.2

23.7
22.1

18.4
16.5

12.7
7.7

3.6
3.0
1.7

0 （％）10 20 30 40 50
がん検診を受診しない理由（複数回答）

出典：H28（2016）年度「県政世論調査」

緩和ケアを開始する時期
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分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ

・　H26患者体験調査では、苦痛の緩和が不十分と感じる県内のがん患者が３割から
４割程度、「家族の悩みや負担を和らげる支援・サービス」が不十分と感じる県内の
がん患者が約６割、「周囲の不必要な気遣いを感じる」県内のがん患者が２割、「周囲
の偏見を感じる」県内のがん患者が約１割という結果が出ています。

H26患者体験調査の結果（抜粋）
項　目 割合（%）

現在身体の苦痛があると思わない 58.8（57.4）
現在疼痛があると思わない 71.0（72.0）
現在気持ちのつらさがあると思わない 61.7（61.5）
がん患者の家族の悩みや負担を和らげる支援・サービスはあると思う 42.7（37.1）
がんと診断されてから、周囲の不必要な気遣いを感じる 20.0（22.3）
がんに対する周囲の偏見を感じる 13.3（10.6）
※　かっこ書は、全国値

出典：「H26患者体験調査」

個別目標

　学校等におけるがん教育や普及啓発を通じて、より多くの県民ががんを正しく理解
し、がん患者等の置かれている状況等に関する理解を深める。

県の取組
　ア　学校におけるがん教育
・　栃木県がん診療連携協議会、患者団体、市町等と連携し、学習指導要領に基づき、
学校におけるがんに関する授業等を行います。
・　教員や外部講師を対象にした研修の実施、使用する共通の教材の作成等、学校にお
けるがん教育の推進のために必要な環境の整備を図ります。

　イ　県民に対する普及啓発
・　企業、関係団体、患者団体、拠点病院等と連携し、効果的な普及啓発の方法につい
て検討を行います。
・　企業、関係団体、患者団体、拠点病院等と連携し、がんの原因、がんと診断された
時からの緩和ケア、がん患者の就労、小児・AYA世代のがん等に関する正しい知識、
がん患者等の置かれている状況等について、県民に対する普及啓発を行います。
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分野別の個別目標及び県の取組 Ⅳ

指　標
　　【目標値】

項　目
現状値

H28年度
（2016年度）

目標値
H35年度

（2023年度）
目標値設定の

考え方

二人に一人ががんに罹患することを知ってい
る県民の割合 26.9%

50%以上 おおむね倍増
を目指す。全がんの５年相対生存率が50%を超えている

ことを知っている県民の割合 22.6%

基準：「栃木県政世論調査」

コラ
ム８ 学校や家庭でがんについて考えてみよう

　がんは、現在、日本人の二人に一人がかかるといわれており、誰もがかかる可能性
のある身近な病気です。もし今はがんにかかっていないとしても、将来、自分自身、
家族、友人、同僚等ががんにかかる可能性もあります。がんは、決して他人事ではな
いのです。
　こうした状況においては、皆さん一人一人が、現在がんにかかっているかどうかに
かかわらず、子どもの頃からがんに関する正しい知識を深めるとともに、がん患者等
の置かれている状況や思いについて理解し、互いに支え合うことが大切です。
　そのため、県では、これまで、がん等の生活習慣病について、「学校等への健康づ
くり専門家派遣事業」の実施、「親子で学ぶ生活習慣病」をテーマにした新聞記事の
掲載や小冊子の配布等に取り組んできましたが、この計画では、拠点病院等、患者団体、
市町等と連携し、学校等におけるがん教育を更に推進していくこととしています。
　学校や家庭で、ぜひ友人、家族等と一緒に、がんについて話したり、考えたりする
機会を持ってみてください。

親子で学ぶ生活習慣病（県ホームページで公開）

生活習慣病

栃 木 県

親子で学ぶ

栃木県保健福祉部健康増進課

平成29年３月

〒320-8501
宇都宮市塙田1-1-20
TEL 028-623-3095・3096

●7●

下野新聞　平成28年11月22日掲載

　人の身
か ら だ
体は、およそ60兆

ちょうこ
個の「細

さいぼう
胞」からできています。細胞に

は、細胞を作るための情
じょうほう
報を持

も
った「遺

い で ん し
伝子」があり、この遺伝子の

働
はたら
きによって新しい細胞が作られます。

　しかし、たばこ、お酒
さけ
の飲

の
み過

す
ぎ、バランスの悪

わる
い食

しょくじ
事、

運
うんどうぶそく
動不足、細

さいきん
菌・ウイルスなどの影

えいきょう
響を受

う
けて「突

とつぜんへんい
然変異」という

変
へん か
化が起

お
こり、がんの遺伝子が作られると、正

せいじょう
常な細胞が「がん細

胞」となり、やがて多くの悪
あくせい
性のがん細胞が作られていきます。

　放
ほう
っておくと、がん細胞は、身体の中で増

ふ
え続

つづ
けて、いろいろな

臓
ぞうき
器に広がり、人が死

し
ぬ原

げんいん
因となります。

　健
けんこう
康であれば、がん細胞が作られても、細菌・ウイルスと戦

たたか
うよう

に免
めんえき
疫が働いて、がん細胞が増えるのを抑

おさ
えます。しかし、良

よ
いとき

に発
はっけん
見して治

ちりょう
療をしないと、がん細胞を身体からなくすことが難

むずか
しく

なります。
　また、免疫は年を取

と
ることなどで低

てい か
下しますから、高

こうれいしゃ
齢者になるほ

どがんにかかりやすい一方で、10代
だい
や20代の若

わか
い人でも骨

ほね
や筋
きんにく
肉など

のがん（これを「肉
にくしゅ
腫」と呼

よ
びます）にかかることがあります。

　日本では、胃
い
、大

だいちょう
腸、肺

はい
、肝

かんぞう
臓、女

じょせい
性の

乳
にゅうせん
腺・子

しきゅう
宮、男

だんせい
性の前

ぜんりつせん
立腺などの臓器にが

んができる人が多いですが、どのくらいの人
が、どんながんにかかって、どんながんで
死
しぼう
亡するのでしょう？これらのことを知るこ

とで、どんなことができるでしょうか？皆
みな
さ

んと一
いっしょ
緒に考えていきたいと思います。

県立がんセンター理事長
清
し
　水

みず
　秀

ひで
　昭
あき

遺伝子が突然変異
　　たばこや細菌などが影響

がん①　どんな病気？

57



分野別の個別目標及び県の取組Ⅳ

３　がん登録等の推進
県内における現状等
　ア　全国がん登録制度の円滑な運用
・　平成28（2016）年１月に全国がん登録制度が開始され、「がん登録推進法」に基
づき登録された全国のがんの罹患等に関する情報（以下「全国がん登録情報」といい
ます。）をがん対策やがん研究に活用し、その成果を国民に還元することが期待され
ています。
・		 平成28（2016）年12月に「がん対策基本法」が改正され、国及び地方公共団体は、
がん患者の個人情報の保護に配慮しつつ、がん研究を促進するため、全国がん登録情
報の活用を推進することが新たに規定されました。

　イ　全国がん登録情報の活用
・　平成29（2017）年度に病院等からの全国がん登録情報の届出が開始され、平成
30（2018）年度には全国がん登録情報の利用及び提供が開始される予定です。
・　県では、平成30（2018）年度以降の全国がん登録情報の利用及び提供を見据え、
地域がん登録情報（「がん登録推進法」施行前に登録された県内のがんの罹患等に関
する情報をいいます。）を活用し、市町のがん検診の精度管理を支援する事業をモデ
ル的に実施してきました。

個別目標

　「がん登録推進法」に基づき、全国がん登録制度の円滑な運用を図るとともに、そ
れによって得られたがん登録情報を活用し、県内におけるがん対策の企画立案及び評
価、がん患者等に対する情報提供等を推進する。

県の取組
　ア　全国がん登録制度の円滑な運用
・　栃木県がん診療連携協議会、栃木県医師会等と連携し、病院や指定診療所を対象に、
「がん登録推進法」に基づく全国がん登録制度及びそれに基づくがん登録情報の届出
に関する周知、研修等を行います。
・　全国がん登録の精度の向上を図るため、栃木県がん診療連携協議会、栃木県医師会
等と連携し、指定診療所の増加等について検討を行います。

　イ　全国がん登録情報の活用
・　全国がん登録情報を活用し、市町が実施するがん検診の精度管理の支援等を行いま
す。
・　全国がん登録情報を活用し、がん患者等をはじめ県民にとって分かりやすい情報提
供を推進します。
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分野別の個別目標及び県の取組 Ⅳ

指　標
　　【モニタリング値】

項　目
現状値
H27年

（2015年）

【参考】国現状値
H25年

（2013年）
DCN割合 （10.4%） （11.8%）
DCO割合 （7.5%） （8.8%）
※１　「DCN割合」とは、がんと診断した病院等からの登録がなく、死亡情報で初めて把握したがんの割合
※２　「DCO割合」とは、死亡情報以外の情報がないがんの割合（DCO割合＝DCN割合－病院等への確認調査
により追加登録されたがんの割合）
※３　「現状値」の数値は、全国がん登録制度開始前の地域がん登録に関する数値

基準：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」、「栃木県のがん」

コラ
ム９ 「がん登録」とは？

　皆さんは、「がん登録」という言葉を聞いたことがありますか？
　県内の病院等では、がんの診断や診療をすると、その情報を県に届け出ることとさ
れており、県では、その情報をセキュリティの高いデータベースに登録した上で、県
内におけるがんの罹患や死亡の状況の把握等を行っています。これが「がん登録制度」
です。
　「日本人の二人に一人ががんにかかる」、「がんは早く見つければ約９割が治る」と
いわれていますが、これは、がん登録の情報が基になっています。現在、がん登録の
情報を基に様々な分析や研究が進められており、がん医療やがん対策は日々進歩して
います。
　また、がん登録の情報を活用して、それぞれのがんを、どの病院等が、どれくらい
診療しているかといったことを確認できる体制も少しずつ整ってきています。
　がん登録の情報やそれを活用した情報の一部は、県や国立がん研究センターのホー
ムページで公開していますので、ぜひ１度御覧ください。

がん登録のデータから見た「とちぎのがんの状況」（県ホームページで公開）
がん登録のデータから見たがん登録のデータから見た

　日本人はおよそ２人に１人が「がん」にかかると言われています。
　栃木県では、１年間に12,000人を超える方が新たに「がん」と診断され、5,000人を超える方が「がん」で亡くなっ
ています。
　一方で、「がん」は、医療の進歩やがん検診の普及などによって、５年相対生存率＊が６割を超えています。
　このような数値は「がん登録」のデータの集計や分析を行うことで把握することができます。
　このパンフレットには、がん登録のデータから分かるとちぎのがんの状況や、がんの予防に役立つ情報を掲載し
ていますので、是非御覧下さい。

　がんなどの病気にかかることを「罹
患（りかん）」といいます。
　５歳ごとにどのくらいの人ががん
に罹患しているかを見てみると、女
性は30代から徐々に増え始め、男性
では50代を超えると急に増加するこ
とが分かります。

　2014年は、男性が延べ7,548件、女性が延べ5,321件、合計延べ12,869件のがんが、新たに診断されました。
　男性で最も多いがんは、胃がん、次いで大腸がん（結腸・直腸）、前立腺がんの順になっています。
　女性で最も多いがんは、乳がん、次いで大腸がん（結腸・直腸）、胃がんの順になっています。

出典：栃木県のがん2014（平成26年）

出典：栃木県のがん2014（平成26年）

＜女性＞　5,321件
＜合計＞　12,869件

＜男性＞　7,548件

栃木県

栃木県で多いがんは？栃木県で多いがんは？

がんにかかりやすい年齢は？がんにかかりやすい年齢は？

がんにかかるリスクを減らすにはどうしたらいいの？がんにかかるリスクを減らすにはどうしたらいいの？

栃木県におけるがん登録件数と登録が多い部位の内訳（2014年診断症例）

栃木県におけるがんの年齢階級別罹患率（2014年診断症例）

◆このパンフレットに関する問合先◆
栃木県保健福祉部健康増進課　がん・生活習慣病担当

TEL　０２８－６２３－３０９６

◆このパンフレットに関する問合先◆
栃木県保健福祉部健康増進課　がん・生活習慣病担当

TEL　０２８－６２３－３０９６

＊５年相対生存率
　がんにかかってから５年後に、どのくらいの人が生存しているかという割合

栃木県におけるがん登録について
　平成28年１月から「がん登録等の推進に関する法律」に基づく「全国がん登録」が始まり、
これにより、全国どこの病院で受診しても、がんと診断された場合は登録されるようになりました。
　栃木県では、栃木県立がんセンターの中に「栃木県がん登録室」を設置して、どのくらいの
人ががんにかかり、どのような治療を受け、どのくらい生存したかなどの情報を収集、集計、
分析等を行っています。
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５つの健康習慣を実践することでがんになるリスクが低くなります

早速実践しましょう!!
□禁煙しましょう
□節酒しましょう
　　１日日本酒なら１合、ビールなら大瓶１本程度が望ましい量です。
□食生活を見直しましょう
　　塩分を控える、野菜と果物を食べる、熱い飲み物・食べ物は冷ましてからという
　　３つのポイントを守りましょう。
□身体を動かしましょう
□適正体重を維持しましょう
　　適正な体重（BMIで男性21～ 27、女性21～ 25）を維持しましょう。

　国立がん研究センターなどの研究グループでは、これまで
に行われた日本人を対象とした様々な研究から、日本人のが
んの予防にとって「禁煙」「節酒」「食生活」「身体活動」「適
正体重の維持」「感染」を重要な６つの要因として「日本人
のがん予防法」を提唱しています。
　このうち「感染」以外は、日頃の生活習慣に関わるものです。

詳細は国立がん研究センターホームページ
http://epi.ncc.go.jp/can_prev/を御覧ください。

※国立がん研究センター社会と健康研究センター予防研究グループ
　科学的根拠に基づく発がん性、がん予防効果の評価とがん予防ガイ
ドライン提言に関する研究

全国 栃木県
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乳がんは肥満が影響しているってホ
ント？

特に閉経後の肥満は、乳がんのリス
クを高めると言われています。

　バランスの取れた食事を心掛け、運動習
慣を身につけるなど、生活習慣を見直し、
肥満を予防しましょう。

☞ＢＭＩをチェック
　肥満度を把握するため、身長と体重から
計算できる指数です。

　体重　　㎏÷（身長　　ｍ×身長　　ｍ）

　　あなたのBMIは

　男性はBMI値21～27、女性はBMI値21
～25の範囲になるように体重を管理するの
が良いといわれています。

　何人の人が罹患しているかの割合を「罹患率（りかんりつ）」と言います。
　罹患率を全国と比べてみると、男性で最も多い胃がんは、人口10万人当たり、全国では79.6人、栃木県で77.3
人です。女性で最も多い乳がんは、人口10万人当たり、全国で83.1人、栃木県で72.6人となっています。

　最近10年間の年齢調整死亡率＊の推移を見ると、全国とほ
ぼ同様の数値で少しずつ減少していることが分かります。

　部位別では肺がんが最も多く、次いで胃がんと
なっています。
　全国との比較では、胃、大腸、子宮がんは全国
より高い値です。

＊年齢調整罹患率
　がんは、高齢になるほどかかる人が多くなることから、年齢構成が異なる地域間で比較したり、年ごとの変化を見た
りする際に、基準となる年齢構成に併せて算出した罹患率

＊年齢調整死亡率
　がんは、高齢になるほど亡くなる人が多くなることから、年齢構成が異なる地域間で比較したり、年ごとの変化を見
たりする際に、基準となる年齢構成に併せて算出した死亡率

　がんの進行度別に見ると、
「進んでいない」（がんが臓器
の中に留まっている）場合には、
約90%の方が治りますが、「進
んでいる」（他の臓器などに転
移）場合には治る人の割合が
低くなります。
　「進んでいない」がんは、自
覚症状がなく、気付かないう
ちに進んでしまう危険があり
ます。症状がないうちに、お
住まいの市町や勤務先で定期
的に検診を受けることがとて
も大切です。

塩辛い食べ物を習慣的に食べると胃
がんになりやすいってホント？

食塩摂取量の多い人（特に男性）は、
胃がんになりやすいと言われていま

す。漬物や干物など塩分が多く含まれる食
品は控える、醤油やソースは直接かけない
で小皿にとってつけて食べるなど、減塩を
心掛けましょう。

☞減塩ワンポイント
　同じ醤油でも塩分が違います。
　　大さじ１杯の食塩量
　　　濃口醤油　　………2.6ｇ
　　　減塩醤油　　………1.4ｇ
　　　だし割り醤油………1.2ｇ
　　　ポン酢醤油　………1.3ｇ
　塩分の少ない醤油を賢く使って、減塩し
ましょう。

出典：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」 出典：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」

出典：国立がん研究センターがん情報サービス「がん登録・統計」

がんは治るの？がんは治るの？

がんで亡くなる人はどのくらいいるの？がんで亡くなる人はどのくらいいるの？

がんにかかる人は多いの？がんにかかる人は多いの？
栃木県におけるがんの進行度別５年相対生存率

（2006-2008年診断症例　全部位）

主な部位別年齢調整罹患率＊（2012年診断症例）

がんの年齢調整死亡率の推移
（全部位・男女別）

がんの主な部位別年齢調整死亡率
（平成26年男女計）
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この計画を着実に推進するために必要な事項Ⅴ

Ⅴ　この計画を着実に推進するために必要な事項
１　関係者の連携強化
　「県民一人一人ががんを知り、がんと共生する地域社会」を構築するためには、関係者
がそれぞれの役割を十分に認識した上で、相互の密接な連携の下、がんの予防及び早期発
見の推進、がん医療の充実等の取組に加え、全てのがん患者等を地域社会全体で支え合う
ための取組を進めていくことが重要です。

　⑴　県の役割
・　保健、福祉、雇用、教育等の関連施策との有機的な連携を図りつつ、県内における
がん対策を総合的に実施すること。

　⑵　市町に期待される役割
・　県内におけるがん対策の推進に関する施策が円滑かつ効果的に推進されるよう、県
と相互に連携を図りつつ、自主的かつ主体的に、その地域の特性に応じた施策を実施
すること。

　⑶　県民に期待される役割
・　がんに関する正しい知識を持ち、がんの予防に必要な注意を払い、必要に応じ、が
ん検診を受けるよう努めるほか、がん患者等に関する理解を深めるよう努めること。

　⑷　医療機関に期待される役割
・　県及び市町が実施するがん対策の推進に関する施策に協力し、がんの予防及び早期
発見に寄与するよう努めるとともに、がん患者等の置かれている状況に応じ、他の医
療機関との連携を図りつつ、良質かつ適切ながん医療の提供等を行うよう努めるこ
と。
・　栃木県立がんセンターは、医療機関の間における連携体制の強化、がん登録推進法
に基づくがん登録及びこれにより得られた情報に基づくがんに係る調査研究の推進
等について中核的な役割を果たすよう努めること。

　⑸　医療保険者に期待される役割
・　県及び市町が実施するがんの予防及び早期発見等の施策に協力するよう努めるこ
と。

　⑹　事業者に期待される役割
・　がんに関する正しい知識を持ち、がん患者等に関する理解を深めるよう努めるとと
もに、県及び市町が実施するがんの予防及び早期発見、がん患者の就労支援等の施策
に協力し、がん患者が働きやすい職場環境の整備に努めること。

　⑺　その他関係者に期待される役割
・　保健、福祉、雇用、教育等の関係者は、県及び市町が実施するがんの予防及び早期
発見の推進、がん患者の就労支援、がん教育等の施策に協力するよう努めること。
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この計画を着実に推進するために必要な事項 Ⅴ

２　がん対策の進捗状況の把握及び評価等
　この計画については、定期的に進捗状況の把握及び評価を行うとともに、３年を目途に
中間評価を行うこととします。
　これらの状況を踏まえ、栃木県がん対策推進協議会において、がん対策の推進のために
必要な事項について協議することとし、その結果については、県のホームページ等で公表
することとします。

３　計画の見直し
　この計画の中間評価、国におけるがん対策推進基本計画の見直しや新たな指標の策定等
の状況を踏まえ、計画期間が終了する前であっても、必要があると認めるときは、計画の
見直しを行うこととします。
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資料編

　資　料　編
１　この計画における指標一覧
分
野 施　策 項　目 現状値 目標値等

全　体 がんの75歳未満年齢調整死亡率
（人口10万対）

全がん 80.7
胃がん 9.5
大腸がん 10.7
肝がん 6.1
肺がん 13.2
乳がん 11.9
子宮がん 6.3

モニタリング

1

がんの予防の推進

成人の喫煙率 22.5% 12%以下

受動喫煙の機会を有する者の割合

行政機関 6.0%
医療機関 5.1%
職場 －
家庭 9.1%
飲食店 35.3%

行政機関 0%
医療機関 0%

職場 受動喫煙のない職
場の実現

家庭 3.4%以下
飲食店 15%以下

食塩摂取量 9.8g／日 8g／日未満
野菜摂取量 276.1g／日 350g／日以上
果物摂取量100g未満の者の割合 66.9% 30%以下

運動習慣者の割合
20－64・男 15.3%
20－64・女 12.5%
65－・男 38.0%
65－・女 37.9%

20－64・男 41%以上
20－64・女 32%以上
65－・男 44%以上
65－・女 41%以上

リスク飲酒者の割合 20－・男 15.2%
20－・女 7.6%

20－・男 14%以下
20－・女 6.2%以下

肝炎ウイルス検査受検件数 215,822件 240,000件以上
B型肝炎定期予防接種接種率 － 95%以上

がんの早期発見の推進

がん検診の受診率

胃がん 43.2%
大腸がん 44.3%
肺がん 51.9%
乳がん 48.2%
子宮頸がん 44.0%

胃がん・大腸がん
50%以上

肺がん・乳がん・子宮頸
がん 60%以上

精密検査の受診率

胃がん 81.5%
大腸がん 70.5%
肺がん 81.1%
乳がん 85.4%
子宮頸がん 84.5%

いずれも90%以上

個別検診実施機関に関する事業評価
の実施市町数

胃がん・大腸がん・肺が
ん・乳がん・子宮頸がん

0市町
いずれも全ての市町

2

がん医療の充実

納得のいく治療を選択できたと思う
がん患者の割合 87.2% モニタリング

病院の診療方針が診療所等に円滑に
引き継がれたと思うがん患者の割合 81.2% モニタリング

がん医療の充実 がんの５年相対生存率

全がん 61.2%
胃がん 61.3%
大腸がん 69.2%
肝がん 30.8%
肺がん 29.0%
乳がん 89.4%
子宮がん 75.5%

モニタリング
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資料編

分
野 施　策 項　目 現状値 目標値等

3

がんと診断された時か
らの緩和ケアの推進

現在身体の苦痛があると思わないが
ん患者の割合 58.8% モニタリング

現在疼痛があると思わないがん患者
の割合 71.0% モニタリング

現在気持ちのつらさがあると思わな
いがん患者の割合 61.7% モニタリング

拠点病院等における緩和ケアチーム
への新規依頼件数 118件／病院 モニタリング

相談支援・
情報提供等
の推進

相談支援・
情報提供の
充実

がん相談支援センターを利用して役
に立ったと思うがん患者の割合 91.2% モニタリング

がん患者等
の就労支援

がんの治療等のために通院しながら
働き続けられる環境にあると思う県
民の割合

25.9% 50%以上

ラ イ フ ス
テージに応
じた対策

小児・ＡＹ
Ａ世代のが
ん対策

0歳－29歳の新規がん患者数（割合） 90人（0.7%） モニタリング

高齢者のが
ん対策 65歳－の新規がん患者数（割合） 9,366人（71.7%） モニタリング

4

人材の確保及び育成

緩和ケア研修会修了者数（拠点病院
等以外の施設の医師・歯科医師） 272人 500人以上

がん治療認定医数 221人 モニタリング
がん看護専門看護師数 8人 モニタリング
放射線治療専門医数 15人 モニタリング
がん放射線療法看護認定看護師数 3人 モニタリング
放射線治療専門放射線技師数 22人 モニタリング
がん薬物療法専門医数 7人 モニタリング
がん薬物療法認定薬剤師数 13人 モニタリング
がん化学療法看護認定看護師数 17人 モニタリング
緩和医療認定医数 － モニタリング
緩和薬物療法認定薬剤師数 5人 モニタリング
緩和ケア認定看護師数 24人 モニタリング
がん性疼痛看護認定看護師数 6人 モニタリング

人材の確保及び育成

緩和ケア研修会修了者数（医師・歯
科医師） 1,889人 モニタリング

がん相談支援センター相談員指導者
研修会修了者数 10人 モニタリング

がん教育・普及啓発の
推進

二人に一人ががんに罹患することを
知っている県民の割合 26.9% 50%以上

全がんの５年相対生存率が50%を
超えていることを知っている県民の
割合

22.6% 50%以上

がん登録等の推進
DCN割合 （10.4%） モニタリング
DCO割合 （7.5%） モニタリング
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２　計画策定の経過
年　月 経　過

平成29年３月８日
第27回栃木県がん総合対策検討会
・３期計画の策定に向けた検討の方向性について確認
・就労支援部会及び小児・AYA世代がん対策部会の設置

平成29年６月21日 第１回栃木県がん総合対策検討会小児・AYA世代がん対策部会
・小児・AYA世代のがん対策に関する現状等について確認

平成29年６月28日 第28回栃木県がん総合対策検討会
・がん教育等に関する現状等について確認

平成29年７月４日 第１回栃木県がん総合対策検討会就労支援部会
・がん患者等の就労に関する現状等について確認

平成29年７月～８月
関係会議における協議
・	がん検診、がん医療（相談支援及び緩和ケアを含む。）等に関する現状、
具体的取組の方向性等について意見聴取

平成29年８月29日 第29回栃木県がん総合対策検討会
・３期計画の方向性について確認

平成29年９月27日 第２回栃木県がん総合対策検討会小児・AYA世代がん対策部会
・小児・AYA世代のがん対策に関する具体的取組等について検討

平成29年10月25日 第２回栃木県がん総合対策検討会就労支援部会
・がん患者等の就労に関する具体的取組等について検討

平成29年11月17日 第30回栃木県がん総合対策検討会
・３期計画における具体的取組等について検討

平成29年12月26日～平成30年１月25日 パブリック・コメントの実施
・提出意見　１件

平成30年２月９日 第31回栃木県がん総合対策検討会
・３期計画（案）について検討

平成30年３月28日 ３期計画の決定及び公表

３　栃木県がん総合対策検討会委員等
⑴　栃木県がん総合対策検討会委員

 氏　名 所　属　・　役　職 備　考
浅　井　秀　実 （一社）栃木県医師会常任理事
植　木　惠　二 日本対がん協会栃木県支部長
植　木　敬　介 獨協医科大学病院腫瘍センター長
上　原　里　程 宇都宮市保健所長 －H29.5.31
片　野　　　進 （地独）栃木県立がんセンター理事兼副病院長兼放射線科長
久　保　元　芳 宇都宮大学教育学部准教授
栗　原　みどり あけぼの栃木
坂　本　裕　明 がん患者支援ネットワーク代表
佐　藤　孝　一 市貝町健康福祉課長 －H29.5.31
清　水　秀　昭 （地独）栃木県立がんセンター理事長兼センター長 会長
砂　川　洋　一 栃木労働局職業安定部職業安定課長
中　村　　　勤 宇都宮市保健所長 H29.6.1－
中　村　好　一 自治医科大学公衆衛生学教室
藤　井　博　文 自治医科大学附属病院臨床腫瘍部教授
本　多　正　徳 栃木県済生会宇都宮病院副院長兼診療部長
馬　込　公　子 （公社）栃木県看護協会常任理事
水　沼　加代子 市貝町健康福祉課長 H29.6.1－

（50音順、敬称略）
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⑵　栃木県がん総合対策検討会就労支援部会委員
氏　名 所　属　・　役　職 備　考

市　川　和　子 ハローワーク宇都宮専門援助部門統括職業指導官
片　野　　　進 （地独）栃木県立がんセンター理事兼副病院長兼放射線科長 部会長
栗　原　みどり あけぼの栃木
小　暮　真由美 ㈱マロン代表取締役
坂　本　裕　明 がん患者支援ネットワーク代表
早乙女　美智子 （地独）栃木県立がんセンターがん情報相談課長
日　吉　琴　江 栃木労働局雇用環境・均等室企画調整主任
藤　川　佳　織 栃木県社会保険労務士会
古　川　　　弘 栃木産業保健総合支援センター副所長
水　野　恵　美 那須赤十字病院看護部がん看護専門看護師
森　田　祐　一 栃木労働局労働基準部健康安全課労働衛生専門官
湯　澤　洋　美 ㈱足利銀行人事部業務役
横　倉　正　一 栃木県中小企業団体中央会副会長
涌　井　慎　一 栃木労働局職業安定部職業安定課地方職業指導官

（50音順、敬称略）

⑶　栃木県がん総合対策検討会小児・AYA世代がん対策部会委員
氏　名 所　属　・　役　職 備　考

浅　井　秀　実 （一社）栃木県医師会常任理事 部会長
黒　澤　秀　光 獨協医科大学小児科学教室教授
黒　田　光　恵 自治医科大学附属病院小児看護専門看護師
原　尾　美智子 （地独）栃木県立がんセンター乳腺外科副科長
東　野　怜　奈 獨協医科大学病院医療ソーシャルワーカー
増　子　孝　徳 （公財）がんの子どもを守る会理事
丸　山　　　睦 （地独）栃木県立がんセンター主査
森　本　　　哲 自治医科大学小児科学教授

（50音順、敬称略）
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平成30（2018）年３月
栃木県

とちぎブランド推進のキャッチフレーズ

「グッドローカルなとちぎが地方のモデルになっていこう。」
ローカルの良さがつまったとちぎが、前向きな決意を込めて宣言します。
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	がん対策推進3期計画_本編_00扉-66_高品質
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